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(57)【要約】
伝送損失が低く高い熱安定性を示し、また導波路パター
ンを形状精度が良くかつ低コストで作製可能な光導波路
形成用樹脂組成物、光導波路、光導波路形成方法および
それを用いた光素子を提供する。一般式（Ｉ）で表され
るポリアミド酸またはポリアミド酸エステル（Ａ）と、
エポキシ基を持つ化合物（Ｂ）、および露光により酸を
発生する化合物（Ｃ）を含有することを特徴とする感光
性樹脂組成物を用いることで、かかる課題を解決できる
。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
一般式（Ｉ）で表されるポリアミド酸（Ａ）と、エポキシ基を持つ化合物（Ｂ）、および
露光により酸を発生する化合物（Ｃ）を含有することを特徴とする感光性樹脂組成物。

（一般式（Ｉ）のうちＲ１は４価の有機官能基で、ビスアルキルベンゼン、及びビスパー
フルオロアルキルベンゼンの４価の有機官能基を含まず、Ｒ２は２価の有機の官能基、Ｒ
３およびＲ４は夫々独立に水素、あるいは酸により分解する官能基を表わす。）
【請求項２】
請求項１に記載の感光性樹脂組成物において、前記Ｒ１は、ベンゼン、モノアルキルベン
ゼン、モノパーフルオロアルキルベンゼンと、２個以上のベンゼン環を備えた芳香族炭化
水素、それらのエーテル、それらのケトン、それらの１以上のパーフルオロアルキルの置
換体、及びそれらの芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素を、水素添加処理等によ
り芳香族性を有しない飽和炭素に置き換えた構造を有する４価の有機官能基とを含む群か
ら選択された少なくとも一種の４価の有機官能基を有することを特徴とする感光性樹脂組
成物。
【請求項３】
請求項１に記載の感光性樹脂組成物において、前記Ｒ２はテトラカルボン酸及びその誘導
体のいずれかと反応してポリイミド前駆体動をなすことができるジアミン化合物のアミノ
基を除いた残基であることを特徴とする感光性樹脂組成物。
【請求項４】
請求項３に記載の感光性樹脂組成物において、前記Ｒ２はベンゼン環を一つ有する、フェ
ニレン基、パーフルオロアルキルフェニレン基、フルオロフェニレン基、アルキルフェニ
レン基、ベンゼン環を２つ以上有する２価の有機官能基、Ｓｉを含む２価の有機官能基、
及びそれらの芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素を、水素添加処理等により芳香
族性を有しない飽和炭素に置き換えた構造を有する２価の有機官能基の内の少なくとも１
種であることを特徴とする感光性樹脂組成物。
【請求項５】
請求項４に記載の感光性樹脂組成物において、前記Ｒ２はベンゼン環を一つ有する２価の
有機官能基は、アルキルフェニレン基と、パーフルオロフェニレン基を含まないことを特
徴とする感光性樹脂組成物。
【請求項６】
請求項１に記載の感光性樹脂組成物において、前記ポリアミド酸（Ａ）を５～９０質量％
、前記化合物（Ｂ）を０．５～８０質量％、前記化合物（Ｃ）を０．５～１５質量％含む
ことを特徴とする感光性樹脂組成物。
【請求項７】
請求項１に記載の感光性樹脂組成物において、更に、オキセタン化合物を含むことを特徴
とする感光性樹脂組成物。
【請求項８】
請求項１に記載の感光性樹脂組成物において、更に、アルミナ、シリカ、ガラス繊維、ガ
ラスビーズ、シリコーン、酸化チタン、金属酸化物からなる群より選択される少なくとも
一つの添加剤をさらに含むことを特徴とする感光性樹脂組成物。
【請求項９】
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請求項１に記載の感光性樹脂組成物において、活性光線を照射し、引き続き加熱すること
で、露光部と未露光部における屈折率差が生じることを特徴とする感光性樹脂組成物。
【請求項１０】
感光性樹脂組成物に活性光線を照射し、引き続き加熱することで、当該活性光線に対する
露光部と未露光部における屈折率差を生じさせる屈折率制御方法であって、前記感光性樹
脂組成物は、下記化２式の一般式（Ｉ）で表されるポリアミド酸（Ａ）と、エポキシ基を
持つ化合物（Ｂ）、および露光により酸を発生する化合物（Ｃ）を含有することを特徴と
する屈折率制御方法。

（一般式（Ｉ）のうちＲ１は４価の有機官能基で、ビスアルキルベンゼン、及びビスパー
フルオロアルキルベンゼンの４価の有機官能基を含まず、Ｒ２は２価の有機の官能基、Ｒ
３およびＲ４は夫々独立に水素、あるいは酸により分解する官能基を表わす。）
【請求項１１】
請求項１０に記載の屈折率制御方法において、前記感光性樹脂組成物の前記Ｒ１は、ベン
ゼン、モノアルキルベンゼン、モノパーフルオロアルキルベンゼンと、２個以上のベンゼ
ン環を備えた芳香族炭化水素、それらのエーテル、それらのケトン、それらの１以上のパ
ーフルオロアルキルの置換体、及びそれらの芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素
を、水素添加処理等により芳香族性を有しない飽和炭素に置き換えた構造を有する４価の
有機官能基とを含む群から選択された少なくとも一種の４価の有機官能基を有することを
特徴とする屈折率制御方法。
【請求項１２】
請求項１０に記載の屈折率制御方法において、前記Ｒ２はテトラカルボン酸及びその誘導
体のいずれかと反応してポリイミド前駆体動をなすことができるジアミン化合物のアミノ
基を除いた残基であることを特徴とする屈折率制御方法。
【請求項１３】
請求項１２に記載の屈折率制御方法において、前記Ｒ２はベンゼン環を一つ有する、フェ
ニレン基、パーフルオロアルキルフェニレン基、フルオロフェニレン基、アルキルフェニ
レン基、ベンゼン環を２つ以上有する２価の有機官能基、Ｓｉを含む２価の有機官能基、
及びそれらの芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素を、水素添加処理等により芳香
族性を有しない飽和炭素に置き換えた構造を有する２価の有機官能基の内の少なくとも１
種であることを特徴とする屈折率制御方法。
【請求項１４】
請求項１３に記載の屈折率制御方法において、前記Ｒ２はベンゼン環を一つ有する２価の
有機官能基は、アルキルフェニレン基と、パーフルオロフェニレン基を含まないことを特
徴とする屈折率制御方法。
【請求項１５】
請求項１０に記載の屈折率制御方法において、前記感光性樹脂組成物は、前記ポリアミド
酸（Ａ）を５～９０質量％、前記化合物（Ｂ）を０．５～８０質量％、前記化合物（Ｃ）
を０．５～１５質量％含むことを特徴とする屈折率制御方法。
【請求項１６】
請求項１０に記載の屈折率制御方法において、前記感光性樹脂組成物は、更に、オキセタ
ン化合物を含むことを特徴とする屈折率制御方法。
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【請求項１７】
請求項１０に記載の屈折率制御方法において、前記感光性樹脂組成物は、更に、アルミナ
、シリカ、ガラス繊維、ガラスビーズ、シリコーン、酸化チタン、金属酸化物からなる群
より選択される少なくとも一つの添加剤をさらに含むことを特徴とする屈折率制御方法。
【請求項１８】
請求項１０に記載の屈折率制御方法において、活性光線を照射し、引き続き加熱すること
で、露光部と未露光部における屈折率差が生じることを特徴とする屈折率制御方法。
【請求項１９】
請求項１８に記載の屈折率制御法により得られた、より屈折率が高い部位をコアとし、よ
り屈折率が低い部位をクラッドとして用いたことを特徴とする光導波路。
【請求項２０】
コア層と、該コア層に積層して形成されるクラッド層を有する光導波路であって、該コア
層および該クラッド層のいずれかまたは両方に、感光性樹脂組成物を用い、前記感光性樹
脂組成物は、下記化３式の一般式（Ｉ）で表されるポリアミド酸（Ａ）と、エポキシ基を
持つ化合物（Ｂ）、および露光により酸を発生する化合物（Ｃ）を含有することを特徴と
する光導波路。

（一般式（Ｉ）のうちＲ１は４価の有機官能基で、ビスアルキルベンゼン、及びビスパー
フルオロアルキルベンゼンの４価の有機官能基を含まず、Ｒ２は２価の有機の官能基、Ｒ
３およびＲ４は夫々独立に水素、あるいは酸により分解する官能基を表わす。）
【請求項２１】
請求項２０に記載の光導波路において、前記Ｒ１は、ベンゼン、モノアルキルベンゼン、
モノパーフルオロアルキルベンゼンと、２個以上のベンゼン環を備えた芳香族炭化水素、
それらのエーテル、それらのケトン、それらの１以上のパーフルオロアルキルの置換体、
及びそれらの芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素を、水素添加処理等により芳香
族性を有しない飽和炭素に置き換えた構造を有する４価の有機官能基とを含む群から選択
された少なくとも一種の４価の有機官能基を有することを特徴とする光導波路。
【請求項２２】
請求項２１に記載の光導波路において、前記Ｒ２はテトラカルボン酸及びその誘導体のい
ずれかと反応してポリイミド前駆体動をなすことができるジアミン化合物のアミノ基を除
いた残基であることを特徴とする光導波路。
【請求項２３】
請求項２２に記載の光導波路において、前記Ｒ２はベンゼン環を一つ有する、フェニレン
基、パーフルオロアルキルフェニレン基、フルオロフェニレン基、アルキルフェニレン基
、ベンゼン環を２つ以上有する２価の有機官能基、Ｓｉを含む２価の有機官能基、及びそ
れらの芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素を、水素添加処理等により芳香族性を
有しない飽和炭素に置き換えた構造を有する２価の有機官能基の内の少なくとも１種であ
ることを特徴とする光導波路。
【請求項２４】
請求項２３に記載の光導波路において、前記Ｒ２はベンゼン環を一つ有する２価の有機官
能基は、アルキルフェニレン基と、パーフルオロフェニレン基を含まないことを特徴とす
る光導波路。
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【請求項２５】
請求項２０に記載の光導波路において、前記ポリアミド酸（Ａ）を５～９０質量％、前記
化合物（Ｂ）を０．５～８０質量％、前記化合物（Ｃ）を０．５～１５質量％含むことを
特徴とする光導波路。
【請求項２６】
請求項２０に記載の光導波路において、前記感光性樹脂組成物は、更に、オキセタン化合
物を含むことを特徴とする光導波路。
【請求項２７】
請求項２０に記載の光導波路において、前記感光性樹脂組成物は、更に、アルミナ、シリ
カ、ガラス繊維、ガラスビーズ、シリコーン、酸化チタン、金属酸化物からなる群より選
択される少なくとも一つの添加剤をさらに含むことを特徴とする光導波路。
【請求項２８】
請求項２０に記載の光導波路において、前記感光性脂組成物に活性光線を照射し、引き続
き加熱することで、露光部と未露光部における屈折率差が生じることを特徴とする光導波
路。
【請求項２９】
請求項２８記載の光導波路において、前記露光部及び未露光部の内で、より屈折率が高い
部位をコアとし、より屈折率が低い部位をクラッドとして用いたことを特徴とする光導波
路。
【請求項３０】
基板上に第１クラッド層を形成する工程と、感光性樹脂組成物を上記第１クラッド層上に
塗布する工程と、
　プリベークを行う工程と、
　上記感光性樹脂組成物層にマスクを介してコアもしくはコア以外となる領域のどちらか
一方に活性光線を照射する工程と、
　上記形成されたコア及び第１クラッド層の上に第２クラッド層を形成する工程を少なく
とも含み、
　前記感光性樹脂組成物は、下記化４学式の一般式（Ｉ）で表されるポリアミド酸（Ａ）
と、エポキシ基を持つ化合物（Ｂ）、および露光により酸を発生する化合物（Ｃ）を含有
することを特徴とする光導波路パターンの形成方法。

（一般式（Ｉ）のうちＲ１は４価の有機官能基で、ビスアルキルベンゼン、及びビスパー
フルオロアルキルベンゼンの４価の有機官能基を含まず、Ｒ２は２価の有機の官能基、Ｒ
３およびＲ４は夫々独立に水素、あるいは酸により分解する官能基を表わす。）
【請求項３１】
請求項３０に記載の光導波路パターンの形成方法において、前記Ｒ１は、ベンゼン、モノ
アルキルベンゼン、モノパーフルオロアルキルベンゼンと、２個以上のベンゼン環を備え
た芳香族炭化水素、それらのエーテル、それらのケトン、それらの１以上のパーフルオロ
アルキルの置換体、及びそれらの芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素を、水素添
加処理等により芳香族性を有しない飽和炭素に置き換えた構造を有する４価の有機官能基
とを含む群から選択された少なくとも一種の４価の有機官能基を有することを特徴とする
光導波路パターンの形成方法。
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【請求項３２】
請求項３０に記載の光導波路パターンの形成方法において、前記Ｒ２はテトラカルボン酸
及びその誘導体のいずれかと反応してポリイミド前駆体動をなすことができるジアミン化
合物のアミノ基を除いた残基であることを特徴とする光導波路パターンの形成方法。
【請求項３３】
請求項３２に記載の光導波路パターンの形成方法において、前記Ｒ２はベンゼン環を一つ
有する、フェニレン基、パーフルオロアルキルフェニレン基、フルオロフェニレン基、ア
ルキルフェニレン基、ベンゼン環を２つ以上有する２価の有機官能基、Ｓｉを含む２価の
有機官能基、及びそれらの芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素を、水素添加処理
等により芳香族性を有しない飽和炭素に置き換えた構造を有する２価の有機官能基の内の
少なくとも１種であることを特徴とする光導波路パターンの形成方法。
【請求項３４】
請求項３３に記載の光導波路パターンの形成方法において、前記Ｒ２はベンゼン環を一つ
有する２価の有機官能基は、アルキルフェニレン基と、パーフルオロフェニレン基を含ま
ないことを特徴とする光導波路パターンの形成方法。
【請求項３５】
請求項３０に記載の光導波路パターンの形成方法において、前記感光性樹脂組成物は、前
記ポリアミド酸（Ａ）を５～９０質量％、前記化合物（Ｂ）を０．５～８０質量％、前記
化合物（Ｃ）を０．５～１５質量％含むことを特徴とする光導波路パターンの形成方法。
【請求項３６】
請求項３０に記載の光導波路パターンの形成方法において、前記感光性樹脂組成物は、更
に、オキセタン化合物を含むことを特徴とする光導波路パターンの形成方法。
【請求項３７】
請求項３０に記載の光導波路パターンの形成方法において、前記感光性樹脂組成物は、更
に、アルミナ、シリカ、ガラス繊維、ガラスビーズ、シリコーン、酸化チタン、金属酸化
物からなる群より選択される少なくとも一つの添加剤をさらに含むことを特徴とする光導
波路パターンの形成方法。
【請求項３８】
請求項３０に記載の光導波路パターンの形成方法において、前記感光性樹脂組成物に活性
光線を照射し、引き続き加熱することで、露光部と未露光部における屈折率差を生じさせ
ることを特徴とする光導波路パターンの形成方法。
【請求項３９】
請求項３８に記載の光導波路パターンの形成方法において、第１クラッド層の上に前記感
光性樹脂組成物を出発原料として層を塗布形成し、その後活性光線を照射することをきっ
かけとして照射した部分が低屈折率となるように形成することを特徴とする光導波路パタ
ーンの形成方法。
【請求項４０】
請求項３８に記載の光導波路パターンの形成方法において、第１クラッド層の上に前記感
光性樹脂組成物を出発原料として層を塗布形成し、その後活性光線を照射することをきっ
かけとして照射した部分が高屈折率となるように形成することを特徴とする光導波路パタ
ーンの形成方法。
【請求項４１】
光素子又はデバイスからなる光学部品において、請求項３０に記載の導波路パターンの形
成方法により形成した光導波路を用いたことを特徴とする光学部品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光通信、光情報処理分野などにおいて用いられる、光素子、光インターコネ
クション、光配線基板、光・電気混載回路基板等に利用される光導波路と、それを作製す
るための光導波路形成用の感光性樹脂組成物、光導波路形成方法、およびそれらを用いた
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光素子等の光学部品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、インターネット、デジタル家電が急速に普及し、通信システムやコンピュータに
おける情報処理の大容量化および高速化が求められ、大容量のデータを高周波信号で高速
伝送することが検討されている。
　しかし、大容量の信号を高周波信号で伝送するには、従来の電気配線では伝送損失が大
きいため、光による伝送システムが盛んに検討され、コンピュータ間、装置内、ボード内
通信の配線等に用いられようとしている。この光による伝送システムを実現する要素のう
ち、光導波路は、光素子、光インターコネクション、光配線基板、光・電気混載回路基板
等における基本となる構成要素となるため、光導波路に対しては、高性能かつ低コストで
あることが求められている。
　光導波路は基板上に形成した光配線であり、ガラス導波路とポリマー導波路がある。光
インターコネクション、光配線版などの素子に導波路を適用するためには、従来の電気配
線技術と同程度のコストで導波路を形成する必要がある。しかし既に製品化されているガ
ラス導波路は、シリカガラスのクラッド層とシリカガラスにゲルマニウムを添加したコア
層からなり、これらの各層全ては気相成長法により形成され、火炎堆積法による１０００
℃以上の加熱プロセスを経る。
　すなわち製造コストが高く、また高加熱プロセスを要する等プリント基板等との製造プ
ロセスにおけるマッチングが困難であると考えられる。さらにはまた大面積の導波路の作
製が困難であるなど、工業化においては製造プロセスおよびコストの点で多くの課題があ
る。
　一方、ポリマー材料は、石英ガラスなどの従来の光学材料に比べてコスト、加工性、分
子設計の容易さ等において優れていると考えられる。すなわち、ポリマーなどの有機材料
を用いた導波路形成においては、スピンコート（回転塗布）によって所望の膜が形成でき
るため低温プロセス化が可能である。またあらゆる基板，例えば、半導体基板、銅ポリイ
ミド配線板、ポリマー基板等、上に容易に製膜でき、低コスト、高歩留まり化はもとより
高性能化、多品種化への可能性をも秘めている。実際にはこれまで、ポリメチルメタクリ
レート（ＰＭＭＡ）やエポキシ樹脂、ポリシロキサン誘導体、フッ素化ポリイミド等のポ
リマー材料を用いたものが検討されてきた。
　例えば、特開平１０－１７０７３８号公報（特許文献１）および特開平１１－３３７７
５２号公報（特許文献２）には、エポキシ化合物を用いたポリマー導波路が開示されてい
る。また、特開平９－１２４７９３号公報（特許文献３）には、ポリシロキサン誘導体を
用いた導波路が開示されている。
　しかし一般的には、有機化合物である樹脂組成物からなる導波路は耐熱性が低く、また
光通信で用いられる波長６００～１６００ｎｍの領域おいて伝送損失が大きい等の問題が
指摘されている。この問題を解決するため、例えばポリマーを重水素化やフッ素化する等
の化学修飾によって伝送損失を低減したり、耐熱性を有するポリイミド誘導体を用いる等
の検討がなされている。例えば、特開２００５－２９６５２号公報（特許文献４）にはポ
リエーテルケトン誘導体を用いた導波路が記載されている。しかし、重水素化ＰＭＭＡは
耐熱性が低く、またフッ素化ポリイミドは耐熱性に優れるものの、導波路パターンを形成
するには、石英導波路と同様にドライエッチング工程を必要とするため、製造コストが高
くなる欠点を有する。
　一方、光導波路ではないが、特開２００２－２７７６６２号公報（特許文献５）には、
光導波路カプラーの２種のコア材として、感光性のポリアミド酸から作製されるか、又は
エポキシ系またはアクリル系またはシリコーン系オリゴマーもしくはモノマーから作製さ
れたものが開示されている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
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　そのため、感光性樹脂を用いた光導波路を形成するにあたって、伝送損失が低く、また
導波路パターンを形状精度よく、かつ低コストで作製可能な光導波路形成用感光性樹脂組
成物、光導波路、及び光導波路パターンの形成方法が求められている。
　そこで、本発明の技術的課題は、伝送損失が低く、また導波路パターンを形状精度よく
、かつ低コストで作製可能な光導波路形成用感光性樹脂組成物、光導波路、及び光導波路
パターンの形成方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本発明者らは、上記課題を解決するために検討した結果、ポリイミド構造をもつ樹脂を
光導波路のコア層とクラッド層のいずれか一つまたは両方を形成するための樹脂組成物に
おける主要構成材料として用いることによって、各層に好適な屈折率を付与し、導波路の
伝送損失が低く、しかも導波路のパターン形状を精度良く形成できることを見出し、本発
明を完成した。
　すなわち、本発明の第１の態様による感光性樹脂組成物は、一般式（Ｉ）で表されるポ
リアミド酸（Ａ）と、エポキシ基を持つ化合物（Ｂ）、および露光により酸を発生する化
合物（Ｃ）を含有することを特徴としている。

　（一般式（Ｉ）のうちＲ１は４価の有機官能基で、ビスアルキルベンゼン、及びビスパ
ーフルオロアルキルベンゼンの４価の有機官能基を含まず、Ｒ２は２価の有機の官能基、
Ｒ３およびＲ４は夫々独立に水素、あるいは酸により分解する官能基を表わす。）
　また、本発明の第２の態様による屈折率制御方法は、感光性樹脂組成物に活性光線を照
射し、引き続き加熱することで、当該活性光線に対する露光部と未露光部における屈折率
差を生じさせる屈折率制御方法であって、前記感光性樹脂組成物は、下記化２式の一般式
（Ｉ）で表されるポリアミド酸（Ａ）と、エポキシ基を持つ化合物（Ｂ）、および露光に
より酸を発生する化合物（Ｃ）を含有することを特徴とする。

　（一般式（Ｉ）のうちＲ１は４価の有機官能基で、ビスアルキルベンゼン、及びビスパ
ーフルオロアルキルベンゼンの４価の有機官能基を含まず、Ｒ２は２価の有機の官能基、
Ｒ３およびＲ４は夫々独立に水素、あるいは酸により分解する官能基を表わす。）
　ここで、本発明の第２の態様において、活性光線を照射し、引き続き加熱することで、
露光部と未露光部における屈折率差が生じることが好ましい。
　また、本発明の第３の態様による光導波路によれば、前記屈折率制御法により得られた
、より屈折率が高い部位をコアとし、より屈折率が低い部位をクラッドとして用いたこと
を特徴とする。
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　本発明の第４の態様によれば、コア層と、該コア層に積層して形成されるクラッド層を
有する光導波路であって、該コア層および該クラッド層のいずれかまたは両方に、感光性
樹脂組成物を用い、前記感光性樹脂組成物は、下記化３式の一般式（Ｉ）で表されるポリ
アミド酸（Ａ）と、エポキシ基を持つ化合物（Ｂ）、および露光により酸を発生する化合
物（Ｃ）を含有することを特徴とする。

　（一般式（Ｉ）のうちＲ１は４価の有機官能基で、ビスアルキルベンゼン、及びビスパ
ーフルオロアルキルベンゼンの４価の有機官能基を含まず、Ｒ２は２価の有機の官能基、
Ｒ３およびＲ４は夫々独立に水素、あるいは酸により分解する官能基を表わす。）
　また、本発明の第５の態様による光導波路パターンの形成方法は、基板上に第１クラッ
ド層を形成する工程と、感光性樹脂組成物を上記第１クラッド層上に塗布する工程と、プ
リベークを行う工程と、上記感光性樹脂組成物層にマスクを介してコアもしくはコア以外
となる領域のどちらか一方に活性光線を照射する工程と、上記形成されたコア及び第１ク
ラッド層の上に第２クラッド層を形成する工程を少なくとも含み、前記感光性樹脂組成物
は、下記化４学式の一般式（Ｉ）で表されるポリアミド酸（Ａ）と、エポキシ基を持つ化
合物（Ｂ）、および露光により酸を発生する化合物（Ｃ）を含有することを特徴とする。

　（一般式（Ｉ）のうちＲ１は４価の有機官能基で、ビスアルキルベンゼン、及びビスパ
ーフルオロアルキルベンゼンの４価の有機官能基を含まず、Ｒ２は２価の有機の官能基、
Ｒ３およびＲ４は夫々独立に水素、あるいは酸により分解する官能基を表わす。）
　また、本発明の第６の態様による光学部品は、光素子又はデバイスからなる光学部品に
おいて、前記導波路パターンの形成方法により形成した光導波路を用いたことを特徴とす
る。
【発明の効果】
【０００５】
　本発明の光導波路形成用感光性樹脂組成物は、導波路パターンを精度よく形成でき、ま
た溶媒を用いた現像プロセスを必要とせずパターンが形成できる。さらに形成した光導波
路は優れた伝送特性、即ち、低い伝播損失を有し、またポリイミド骨格に由来する高い熱
安定性を有するため、光素子、デバイス用途の光導波路として好適に用いることができる
。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
　図１は、本発明による感光性樹脂組成物によるポリマー導波路の製造工程を示す一例で
あり、（ａ）～（ｆ）はそれぞれ概略断面図である。
　図２は、本発明による感光性樹脂組成物によるポリマー導波路の製造工程を示す一例で
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あり、（ａ）～（ｄ）はそれぞれ概略断面図である。
　図３は、本発明による感光性樹脂組成物によるポリマー導波路の製造工程を示すもう一
つの一例であり、（ａ）～（ｆ）はそれぞれ概略断面図である。
　図４は、本発明による感光性樹脂組成物によるポリマー導波路の製造工程を示すもう一
つの一例であり、（ａ）～（ｄ）はそれぞれ概略断面図である。
【符号の説明】
【０００７】
　１　基板
　２ａ，２ｂ　　下部クラッド層
　３ａ，３ｂ，３ｃ　　紫外線
　４ａ，４ｂ，４ｃ　　本発明の光導波路用感光性樹脂組成物にて形成したコア層
　５ａ，５ｂ　　フォトマスク
　６ａ，６ｂ　　形成されたコア部
　７ａ，７ｂ，７ｃ，７ｄ　　本発明の光導波路用感光性樹脂組成物にて形成した上部ク
ラッド層
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　以下、本発明の光導波路形成用感光性樹脂組成物及び光導波路形成方法について具体的
に説明する。
　（光導波路形成用樹脂組成物）
　本発明の光導波路形成用樹脂組成物（以下、樹脂組成物という）は、少なくとも下記化
２の一般式（Ｉ）で表されるポリアミド酸またはポリアミド酸エステル（Ａ）と、エポキ
シ基を持つ化合物（Ｂ）、および露光により酸を発生する化合物（Ｃ）を含有することで
得られる。

　本発明の一般式（Ｉ）で表される繰り返し構造単位は基本的にテトラカルボン酸二無水
物とジアミンとから得られるポリアミド酸またはポリアミド酸エステル構造である。すな
わちＲ１は、テトラカルボン酸のカルボキシル基を除いた残基であり、芳香環を含む基で
あることが好ましく、炭素原子を６ないし４０であるものがより好適である。芳香環を含
む基としては、一個の芳香環または二個以上の芳香環が単結合、エーテル結合、メチレン
結合、エチレン結合、２，２－ヘキサフルオロプロピリデン結合、スルホン結合、スルホ
キシド結合、チオエーテル結合およびカルボニル結合を介して結合した化学構造を有する
四価の有機基が好適である。
　前記テトラカルボン酸二無水物としては、例えば、Ｒ１がベンゼン、アルキルベンゼン
、又はパーフルオロアルキルベンゼンの４価の有機基である：ピロメリット酸二無水物（
トリフルオロメチル）ピロメリット酸二無水物、ジ（トリフルオロメチル）ピロメリット
酸二無水物を挙げることができる。また、Ｒ１が２個以上のベンゼン環を備えた芳香族炭
化水素、そのエーテル、それらのケトン、及びそれらの１以上のパーフルオロアルキルの
置換体の内のいずれかの四価の有機基である：ビス｛３，５－ジ（トリフルオロメチル）
フェノキシ｝ピロメリット酸二無水物、２，３，３’，４’－ビフェニルテトラカルボン
酸二無水物、３，３’，４，４’－テトラカルボキシジフェニルエーテル二無水物、２，
３’，３，４’－テトラカルボキシジフェニルエーテル二無水物、３，３’，４，４’－
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ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、２，３，６，７－テトラカルボキシナフタレ
ン二無水物、１，４，５，７－テトラカルボキシナフタレン二無水物、１，４，５，６－
テトラカルボキシナフタレン二無水物、３，３’，４，４’－テトラカルボキシジフェニ
ルメタン二無水物、２，２－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）プロパン二無水物、
２，２－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン二無水物、５，
５’－ビス（トリフルオロメチル）－３，３’，４，４’－テトラカルボキシビフェニル
二無水物、２，２’，５，５’－テトラキス（トリフルオロメチル）－３，３’，４，４
’－テトラカルボキシビフェニル二無水物、５，５’－ビス（トリフルオロメチル）－３
，３’，４，４’－テトラカルボキシジフェニルエーテル二無水物、５，５’－ビス（ト
リフルオロメチル）－３，３’，４，４’－テトラカルボキシベンゾフェノン二無水物、
ビス｛（トリフルオロメチル）ジカルボキシフェノキシ｝ベンゼン二無水物、ビス｛（ト
リフルオロメチル）ジカルボキシフェノキシ｝（トリフルオロメチル）ベンゼン二無水物
、ビス（ジカルボキシフェノキシ）（トリフルオロメチル）ベンゼン二無水物、ビス（ジ
カルボキシフェノキシ）ビス（トリフルオロメチル）ベンゼン二無水物、ビス（ジカルボ
キシフェノキシ）テトラキス（トリフルオロメチル）ベンゼン二無水物、３，４，９，１
０－テトラカルボキシペリレン二無水物、２，２－ビス｛４－（３，４－ジカルボキシフ
ェノキシ）フェニル｝プロパン二無水物、ブタンテトラカルボン酸二無水物、シクロペン
タンテトラカルボン酸二無水物、２，２－ビス｛４－（３，４－ジカルボキシフェノキシ
）フェニル｝ヘキサフルオロプロパン二無水物、ビス｛（トリフルオロメチル）ジカルボ
キシフェノキシ｝ビフェニル二無水物、ビス｛（トリフルオロメチル）ジカルボキシフェ
ノキシ｝ビス（トリフルオロメチル）ビフェニル二無水物、ビス｛（トリフルオロメチル
）ジカルボキシフェノキシ｝ジフェニルエーテル二無水物、ビス（ジカルボキシフェノキ
シ）ビス（トリフルオロメチル）ビフェニル二無水物、ビス（３、４－ジカルボキシフェ
ニル）ジメチルシラン二無水物、１、３－ビス（３、４－ジカルボキシフェニル）テトラ
メチルジシロキサン二無水物、ジフルオロピロメリット酸二無水物、１，４－ビス（３，
４－ジカルボキシトリフルオロフェノキシ）テトラフルオロベンゼン二無水物、１，４－
ビス（３，４－ジカルボキシトリフルオロフェノキシ）オクタフルオロビフェニル二無水
物、４，４’－ヘキサフルオロイソプロピリデンジフタル酸二無水物、などを挙げること
ができる。また、これらの酸二無水物の芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素を、
水素添加処理等により芳香族性を有しない飽和炭素に置き換えた構造を有する酸二無水物
も原料として使用することができるが、これらに限定されるものではない。
　なお、Ｒとして、ビスアルキルベンゼン、ビスパーフルオロアルキルベンゼンの４価基
を含まないことが好ましい。
　また、一般式（Ｉ）で表される繰り返し単位におけるＲ２は、テトラカルボン酸やその
誘導体と反応してポリイミド前駆体をなすことができるジアミン化合物のアミノ基を除い
た残基であることが好ましい。そのなかでもベンゼン環を一つ持つ２価の有機官能基であ
ることが好ましく、フェニレン基、フルオロフェニレン基又はフルオロアルキルフェニレ
ン、アルキルフェニレン基を形成するものが好ましく、ベンゼン環を２個以上有する２価
の有機官能基も好ましい。さらに、Ｓｉを含む２価の有機官能基も好ましい。
　ベンゼン環を一つ有するフェニレン基を形成するジアミン化合物としては、ｍ－フェニ
レンジアミンを例示することができる。
　また、フルオロフェニレン基又はフルオロアルキルフェニレン基を形成するジアミン化
合物としては、１，３－ジアミノテトラフルオロベンゼン、１，４－ジアミノテトラフル
オロベンゼン、２，５－ジアミノベンゾトリフルオライド、ビス（トリフルオロメチル）
フェニレンジアミン、ジアミノテトラ（トリフルオロメチル）ベンゼン、ジアミノ（ペン
タフルオロエチル）ベンゼンを例示することができるが、パーフルオロフェニレン以外の
、１，３－ジアミノテトラフルオロベンゼン、１，４－ジアミノテトラフルオロベンゼン
、２，５－ジアミノベンゾトリフルオライド、ビス（トリフルオロメチル）フェニレンジ
アミンが好ましい。
　また、アルキルフェニレン基を形成するジアミン化合物としては、２，４－ジアミノト
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ルエン、２，４－ジアミノキシレン、２，４－ジアミノデュレン、ｐ－フェニレンジアミ
ン、２，５－ジアミノトルエン、２，３，５，６－テトラメチル－ｐ－フェニレンジアミ
ンを例示することができる。
　また、ベンゼン環を２個以上有する２価の有機官能基を形成するジアミン化合物の例と
しては、ベンジジン、２，２’－ジメチルベンジジン、３，３’－ジメチルベンジジン、
３，３’－ジメトキシベンジジン、２，２’－ジメトキシベンジジン、３，３’，５，５
’－テトラメチルベンジジン、３，３’－ジアセチルベンジジン、２，２’－ビス（トリ
フルオロメチル）－４，４’－ジアミノビフェニル、オクタフルオロベンジジン、３，３
’－ビス（トリフルオロメチル）－４，４’－ジアミノビフェニル、４，４’－ジアミノ
ジフェニルエーテル、４，４’－ジアミノジフェニルメタン、２，２－ビス（ｐ－アミノ
フェニル）プロパン、３，３’－ジメチル－４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、３
，３’－ジメチル－４，４’－ジアミノジフェニルメタン、２，２’－ビス（トリフルオ
ロメチル）－４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、３，３’－ビス（トリフルオロメ
チル）－４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、３，３’－ビス（トリフルオロメチル
）－４，４’－ジアミノベンゾフェノン、４，４’’－ジアミノ－ｐ－テルフェニル、１
，４－ビス（ｐ－アミノフェニル）ベンゼン、ｐ－ビス（４－アミノ－２－トリフルオロ
メチルフェノキシ）ベンゼン、４，４’’’－ジアミノ－ｐ－クオーターフェニル、４，
４’－ビス（ｐ－アミノフェノキシ）ビフェニル、２，２－ビス｛４－（ｐ－アミノフェ
ノキシ）フェニル｝プロパン、４，４’－ビス（３－アミノフェノキシフェニル）ジフェ
ニルスルホン、２，２－ビス｛４－（４－アミノフェノキシ）フェニル｝ヘキサフルオロ
プロパン、２，２－ビス｛４－（３－アミノフェノキシ）フェニル｝ヘキサフルオロプロ
パン、２，２－ビス｛４－（２－アミノフェノキシ）フェニル｝ヘキサフルオロプロパン
、２，２－ビス｛４－（４－アミノフェノキシ）－３，５－ジメチルフェニル｝ヘキサフ
ルオロプロパン、２，２－ビス｛４－（４－アミノフェノキシ）－３，５－ジトリフルオ
ロメチルフェニル｝ヘキサフルオロプロパン、４，４’－ビス（４－アミノ－２－トリフ
ルオロメチルフェノキシ）ビフェニル、４，４’－ビス（４－アミノ－３－トリフルオロ
メチルフェノキシ）ビフェニル、２，２－ビス｛４－（４－アミノ－３－トリフルオロメ
チルフェノキシ）フェニル｝ヘキサフルオロプロパン、ビス｛（トリフルオロメチル）ア
ミノフェノキシ｝ビフェニル、ビス［｛（トリフルオロメチル）アミノフェノキシ｝フェ
ニル］ヘキサフルオロプロパン、ジアミノアントラキノン、１，５－ジアミノナフタレン
、２，６－ジアミノナフタレン、ビス［｛２－（アミノフェノキシ）フェニル｝ヘキサフ
ルオロイソプロピル］ベンゼン、ビス（２，３，５，６）－テトラフルオロ－４－アミノ
フェニル）エーテルを例示することができる。
　さらに、Ｓｉを含む２価の有機官能基を形成する有機シリコンジアミン化合物の例とし
ては、１，３－ビス（３－アミノプロピル）テトラメチルジシロキサン、１，４－ビス（
３－アミノプロピルジメチルシリル）ベンゼン、ビス（４－アミノフェニル）ジエチルシ
ラン、４，４’－ビス（テトラフルオロアミノフェノキシ）オクタフルオロビフェニルな
どを例示することもできる。
　また、これらのジアミン化合物の芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素を、水素
添加処理等により芳香族性を有しない飽和炭素に置き換えた構造を有するジアミン化合物
も原料として使用することができるが、これらに限定されるものではない。
　一般式（Ｉ）で表される繰り返し構造単位においてＲ３およびＲ４は水素原子および酸
により分解する置換基を表す。Ｒ３およびＲ４としては例えば、ｔ－ブチル基、ｔ－ブト
キシカルボニル基、ｔ－ブトキシカルボニルメチル基、テトラヒドロピラニル基、テトラ
ヒドロフラニル基、エトキシエチル基、メトキシエチル基、エトキシメチル基、トリメチ
ルシリル基、トリメチルシリルエーテル基などが挙げられるが、もちろんこれらに限定さ
れるものではない。
　また、得られる重合体の重量平均分子量（Ｍｗ）は、１，０００以上が好ましく、４，
０００以上がより好ましい。また、１，０００，０００以下が好ましく、５００，０００
以下がより好ましい。
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　また、本発明の感光性樹脂組成物に用いる光酸発生剤としては、活性光線の照射によっ
て酸を発生する光酸発生剤であることが望ましく、本発明における重合体などとの混合物
が有機溶媒に十分に溶解し、かつその溶液を用いて、スピンコートなどの製膜法で均一な
塗布膜が形成可能なものであれば特に制限されない。また、単独でも、２種以上を混合し
て用いてもよい。
　使用可能な光酸発生剤の例としては、例えばトリアリールスルホニウム塩誘導体、ジア
リールヨードニウム塩誘導体、ジアルキルフェナシルスルホニウム塩誘導体、ニトロベン
ジルスルホナート誘導体、Ｎ－ヒドロキシナフタルイミドのスルホン酸エステル、Ｎ－ヒ
ドロキシスクシイミドのスルホン酸エステル誘導体等が挙げられるが、これらだけに限定
されるものではない。
　光酸発生剤の含有率は、感光性樹脂組成物の十分な感度を実現し、良好なパターン形成
を可能とする観点から、重合体、エポキシ化合物、光酸発生剤の総和、あるいはさらにオ
キセタン化合物を含む場合における総和に対して０．１質量％以上が好ましく、０．５質
量％以上がより好ましい。一方、均一な塗布膜の形成を実現し、導波路の特性を損なわな
い観点から、１５質量％以下が好ましく、７質量％以下がより好ましい。
　また本発明の感光性樹脂組成物は、上記重合体と光酸発生剤に加えエポキシ化合物を含
む。エポキシ化合物としては、例えば、ビスフェノールＡジグリシジルエーテル、水添ビ
スフェノールＡジグリシジルエーテル、エチレングリコールジグリシジルエーテル、ジエ
チレングリコールジグリシジルエーテル、プロピレングリコールジグリシジルエーテル、
トリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、ネオペンチルグリコールジグリシジル
エーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、グリセリンジグリシジルエ
ーテル、トリメチロールプロパントリグリシジルエーテル、１，２－シクロヘキサンカル
ボン酸ジグリシジルエステル、３，４－エポキシシクロヘキサンカルボン酸３，４－エポ
キシシクロヘキシルメチル、トリスエポキシプロピルイソシアヌレート、２－エポキシエ
チルビシクロ［２，２，１］ヘプチルグリシジルエーテル、エチレングリコールビス（２
－エポキシエチルビシクロ［２，２，１］ヘプチル）エーテル、ビス（２－エポキシエチ
ルビシクロ［２，２，１］ヘプチル）エーテル等が挙げられるが、もちろんこれらだけに
限定されるものではない。
　またこれらエポキシ化合物の含有率は、それ自身を含む全構成分に対して通常０．５～
８０質量％、好ましくは１～７０質量％である。また、単独でも、２種以上を混合して用
いてもよい。
　また本発明の感光性樹脂組成物は、上記重合体と感光剤、エポキシ化合物に加えさらに
オキセタン化合物を含んでいても良い。オキセタン化合物としては、例えば、３－エチル
－３－ヒドロキシメチルオキセタン、１，４－ビス｛［（３－エチル－３－オキセタニル
）メトキシ］メチル｝ベンゼン、３－エチル－３－（フェノキシメチル）オキセタン、ジ
［１－エチル（３－オキセタニル）］メチルエーテル、３－エチル－３－（２－エチルヘ
キシロキシメチル）オキセタン、３－エチル－３－｛［３－（トリエトキシシリル）プロ
ポキシ］メチル｝オキセタン等が挙げられるが、これらだけに限定されるものではない。
　またこれらオキセタン化合物を加える場合、その含有率は、それ自身を含む全構成分に
対して通常０．５～８０質量％、好ましくは１～７０質量％である。また、単独でも、２
種以上を混合して用いてもよい。
　また本発明の樹脂組成物および感光性樹脂組成物は、上記重合体、光酸発生剤、エポキ
シ化合物、オキセタン化合物に加え、光導波路としての特性を損なわない範囲で種々の無
機微粒子を添加剤として加えてもよい。そのような添加剤としては、例えばアルミナ、シ
リカ、ガラス繊維、ガラスビーズ、シリコーン、酸化チタンなどの金属酸化物等が挙げら
れる。これらの添加剤を加えることで、耐クラック性、耐熱性を向上したり、低弾性率化
を図ったり、導波路の反りを改善できる。
　さらに本発明の樹脂組成物および感光性樹脂組成物においては、必要に応じて本発明の
効果を損なわない範囲において、密着性向上剤、レベリング剤、塗布性改良剤、濡れ性改
良剤、界面活性剤、光増感剤、脱水剤、重合禁止剤、重合開始助剤、紫外線吸収剤、可塑



(14) JP WO2008/029816 A1 2008.3.13

10

20

30

40

50

剤、酸化防止剤、帯電防止剤、などといった成分を添加して、本発明の樹脂組成物および
感光性樹脂組成物を調製することもできる。
　なお、上記樹脂組成物、および感光性樹脂組成物を調製する際に、必要に応じて、適当
な溶剤を用いる。溶剤としては、感光性樹脂組成物が充分に溶解でき、その溶液をスピン
コート法などの方法で均一に塗布できる有機溶媒等であれば特に制限されない。具体的に
は、γ－ブチロラクトン、Ｎ，Ｎジメチルアセトアミド、プロピレングリコールモノメチ
ルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノエチルエーテルアセテート、乳酸エチ
ル、２－ヘプタノン、酢酸２－メトキシブチル、酢酸２－エトキシエチル、ピルビン酸メ
チル、ピルビン酸エチル、３－メトキシプロピオン酸メチル、３－メトキシプロピオン酸
エチル、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、シクロヘキサノン、シクロペンタノン、メチルイ
ソブチルケトン、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノメチ
ルエーテルアセテート、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモ
ノイソプロピルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコ
ールジメチルエーテル等を使用することができる。これらは、単独でも２種類以上を混合
して用いてもよい。
　（導波路パターンの形成方法）
　本発明によるポリマー光導波路の製造について説明する。ポリマー光導波路は屈折率の
高いコアと屈折率の低いクラッドからなるものであり、コアをクラッドで取り巻く形状に
形成されるが、少なくとも以下の工程を含む導波路パターンの形成方法により得られる。
（１）適宜の基板上に下部クラッド層を形成する工程と、
（２）本発明の感光性樹脂組成物を上記下部クラッド層上に塗布する工程と、
（３）光照射前熱処理（プリベーク）を行う工程と、
（４）上記感光性樹脂組成物層にマスクを介してコアとなるべき領域に、あるいはコアと
なるべき領域以外に、紫外線などの活性光線を照射する工程と、
（５）露光後加熱（ポストベーク）を行い、コア層を形成する工程と、
（６）上記形成されたコア層及び下部クラッド層の上に上部クラッド層を形成する工程を
少なくとも含む。また上記下部クラッドと中間及び上部クラッドの何れか一方又は両方を
本発明の感光性樹脂組成物を用いて同様に化学線を照射して形成してもよいが、その場合
、コア層よりも屈折率が低くなる組成を選択して使用する。
　以下に、本発明によるポリマー光導波路の製造方法の一例を図１及び図２を参照しなが
ら詳細に説明する。
　まず、図１（ｄ）に示すように、適宜の基板１上に下部クラッド層（第１クラッド層）
２ｂを形成する。この下部クラッド層２ｂは、例えば、図１（ａ）に示すように基板１上
に、図１（ｂ）に示すように、本発明の樹脂組成物および感光性樹脂組成物２ａをこの基
板１上に塗布し、プリベークすることで上記樹脂組成物層２ａを形成する。次に図１（ｃ
）に示すように、活性光線３ａを全面露光し、熱処理（ベーク）工程を行うことでこの樹
脂層２ａを低屈折率化することで下部クラッド層２ｂを形成する（図１（ｄ））。この下
部クラッド層２ｂは、その屈折率と同等の屈折率になる他の任意の硬化性樹脂組成物を用
い、活性光線または熱処理によって得られるものであってもよい。
　本発明において、上記基板１としては、例えば、シリコン基板、ガラス基板、石英基板
、ガラスエポキシ基板、金属基板、セラミック基板、高分子フィルム、または各種基板上
に高分子フィルムが形成された基板等を用いることができるが、これらに限定されるもの
ではない。
　次に、図１（ｅ）に示すように、上記下部クラッド層３の上に本発明の感光性樹脂組成
物を塗布し、プリベークすることで、感光性樹脂組成物層４ａを形成する。感光性樹脂組
成物層４ａの形成には、下部クラッド層２ｂの屈折率より高屈折率となる組成を選択して
使用する。感光性樹脂組成物を塗布する方法は、特に限定されるものではなく、例えば、
スピンコータを用いた回転塗布、スプレーコータを用いた噴霧塗布、浸漬、印刷、ロール
コーティング等を用いることができる。また、プリベーク工程は、塗布した樹脂組成物お
よび感光性樹脂組成物を乾燥して組成物中の溶剤を除去し、塗布した樹脂組成物を樹脂組



(15) JP WO2008/029816 A1 2008.3.13

10

20

30

40

50

成物層４ａとして定着させるための工程である。プリベーク工程は、通常、６０～１６０
℃で行われる。
　次いで、図１（ｆ）に示すように、上記感光性樹脂組成物層４ａにフォトマスク５ａを
介して、コア層６ａに対応する領域に化学線３ｂを照射し、さらに露光後加熱処理を行い
し、次いで有機溶剤で現像を行い、未露光部を除去した後、さらにポストベークすること
で、図２（ａ）に示すように下部クラッド層２ａ上に屈折率の高いコア層６ａが形成され
る。
　露光工程は、フォトマスク５ａを介して感光性樹脂組成物層４ａを選択的に露光し、フ
ォトマスク５上の導波路パターンを感光性樹脂組成物層４ａに転写する工程である。前記
及び後述の全面露光及び当該パターン露光に用いる活性光線３ｂとしては、高圧水銀灯、
重水素ランプ、紫外線、可視光線、エキシマレーザ、電子線、Ｘ線等が使用できるが、１
８０～５００ｎｍの波長の活性光線が好ましい。
　また、露光後加熱処理工程は、空気中又は不活性ガス雰囲気下、通常１００～１６０℃
で行われる。
　またポストベーク工程は、空気中又は不活性ガス雰囲気下、通常１００～２００℃で行
われる。またポストベーク工程は一段階で行ってもよいし多段階で行ってもよい。
　さらに、コア層６ａが形成された上に本発明の感光性樹脂組成物７ａを、図２（ｂ）に
示すように塗布し、図２（ｃ）に示すように、活性光線３ｃを全面露光し、熱処理するこ
とで低屈折率化し、図２（ｄ）のように中間クラッド及び上部クラッド（中間クラッド層
７ｄ及び上部クラッド層７ｃ：第２クラッド層）を一括して形成する。この中間及び上部
クラッド層７ｄ及び７ｃは、その屈折率と同等の屈折率になる他の任意の感光性樹脂組成
物を用い、紫外線または熱処理によって得られるものであってもよい。このようにして、
高屈折率のコア層６ａを、低屈折率の下部クラッド層３、中間及び上部クラッド層７ｄ，
７ｃで囲んで形成されるポリマー光導波路を作製することができる。さらに、この後、前
記基板１をエッチング等の方法によって除去することで、ポリマー光導波路を得ることが
できる。又、基板１として可撓性の高分子フィルムなどを採用すれば、フレキシブルなポ
リマー光導波路を得ることができる。
　次に、本発明によるポリマー光導波路の製造方法のもう一つの例を図３及び図４を参照
しながら詳細に説明する。
　まず、図３（ｄ）に示すように、適宜の基板１上に下部クラッド層（第１クラッド層）
２ｂを形成する。この下部クラッド層２ｂは、例えば、図３（ａ）に示すように基板１上
に、図３（ｂ）に示すように、本発明の樹脂組成物および感光性樹脂組成物２ａをこの基
板１上に塗布し、プリベークすることで上記樹脂組成物層２ａを形成する。次に図３（ｃ
）に示すように、活性光線３ａを全面露光し、熱処理（ベーク）工程を行うことでこの樹
脂層２ａを低屈折率化することで下部クラッド層２ｂを形成する（図３（ｄ））。この下
部クラッド層２ｂは、その屈折率と同等の屈折率になる他の任意の硬化性樹脂組成物を用
い、活性光線または熱処理によって得られるものであってもよい。
　本発明において、上記基板１としては、上記の例と同様に例えば、シリコン基板、ガラ
ス基板、石英基板、ガラスエポキシ基板、金属基板、セラミック基板、高分子フィルム、
または各種基板上に高分子フィルムが形成された基板等を用いることができるが、これら
に限定されるものではない。
　次に、図３（ｅ）に示すように、上記下部クラッド層３の上に本発明の感光性樹脂組成
物を塗布し、プリベークすることで、感光性樹脂組成物層４ａを形成する。感光性樹脂組
成物層４ａの形成には、下部クラッド層２ｂの屈折率より高屈折率となる組成を選択して
使用する。感光性樹脂組成物を塗布する方法は、特に限定されるものではなく、例えば、
スピンコータを用いた回転塗布、スプレーコータを用いた噴霧塗布、浸漬、印刷、ロール
コーティング等を用いることができる。また、プリベーク工程は、塗布した樹脂組成物お
よび感光性樹脂組成物を乾燥して組成物中の溶剤を除去し、塗布した樹脂組成物を樹脂組
成物層４ａとして定着させるための工程である。プリベーク工程は、通常、６０～１６０
℃で行われる。
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　次いで、図３（ｆ）に示すように、上記感光性樹脂組成物層４ａにフォトマスク５ａを
介して、コア層６ａに対応する領域以外に化学線３ｂを照射し、さらに露光後加熱処理を
行いし、次いで有機溶剤で現像を行い、露光部を除去した後、さらにポストベークするこ
とで、図４（ａ）に示すように下部クラッド層２ａ上に屈折率の高いコア層６ｂが形成さ
れる。
　露光工程は、フォトマスク５ａを介して感光性樹脂組成物層４ａを選択的に露光し、フ
ォトマスク５上の導波路パターンを感光性樹脂組成物層４ａに転写する工程である。前記
及び後述の全面露光及び当該パターン露光に用いる活性光線３ｂとしては、高圧水銀灯、
重水素ランプ、紫外線、可視光線、エキシマレーザ、電子線、Ｘ線等が使用できるが、１
８０～５００ｎｍの波長の活性光線が好ましい。
　また、露光後加熱処理工程は、空気中又は不活性ガス雰囲気下、通常１００～１６０℃
で行われる。
　またポストベーク工程は、空気中又は不活性ガス雰囲気下、通常１００～２００℃で行
われる。またポストベーク工程は一段階で行ってもよいし多段階で行ってもよい。
　さらに、コア層６ｂが形成された上に本発明の感光性樹脂組成物７ａを、図４（ｂ）に
示すように塗布し、図４（ｃ）に示すように、活性光線３ｃを全面露光し、熱処理するこ
とで低屈折率化し、図４（ｄ）のように中間クラッド及び上部クラッド（中間クラッド層
７ｄ及び上部クラッド層７ｃ：第２クラッド層）を一括して形成する。この中間及び上部
クラッド層７ｄ及び７ｃは、その屈折率と同等の屈折率になる他の任意の感光性樹脂組成
物を用い、紫外線または熱処理によって得られるものであってもよい。このようにして、
高屈折率のコア層６ｂを、低屈折率の下部クラッド層３、中間及び上部クラッド層７ｄ，
７ｃで囲んで形成されるポリマー光導波路を作製することができる。さらに、この後、前
記基板１をエッチング等の方法によって除去することで、ポリマー光導波路を得ることが
できる。又、基板１として可撓性の高分子フィルムなどを採用すれば、フレキシブルなポ
リマー光導波路を得ることができる。
　（感光性樹脂組成物の露光による屈折率差発現機構）
　本発明において、感光性樹脂組成物の露光により、露光部と未露光部で屈折率差を発現
する理由について説明する。本発明における露光部と未露光で、ポストベーク中に生成し
た反応は、それぞれ下記化６の反応式（１）および下記化７の反応式（２）で表される。
露光部ではＵＶ光により光酸発生剤から酸が放出され，それが感光性樹脂中を拡散する。
この酸はポリアミド酸の側鎖Ｒ３、Ｒ４部の加水分解反応を促進する。この加水分解によ
り生成したカルボキシル基はエポキシ基と分子間反応を生ずることにより，ポリアミド酸
側鎖とエポキシとの共有結合が形成される。この分子間反応により生じた新たな構造は，
アミド酸の脱水閉環（熱イミド化）温度（通常２００°Ｃ以下）では脱水閉環・イミド化
しない。一方，未露光箇所では，まずポリアミド酸のアミド酸部が２００°Ｃ以下で脱水
閉環し、通常の熱イミド化反応が進行する。また、未露光部のエポキシ化合物のほとんど
はエポキシ同士で反応し架橋構造を作るが、その一部は分解あるいは蒸発して系外に出る
。結果として，露光部のイミド化率は未露光部に比べて顕著に低いものとなる。これが屈
折率差の主要な発現要因となっている。
　Ａ）　露光箇所のポストキュア後に生ずる反応（アミド酸とエポキシの分子間反応：熱
イミドしづらく、屈折率の上昇が小さい）
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　Ｂ）　未露光箇所のポストキュア後に生ずる反応（通常の熱イミド化反応が進行し、屈
折率が顕著に上昇する．エポキシ化合物のほとんどはエポキシ同士で反応し架橋構造を作
るが、一部は分解あるいは蒸発して系外に排出される）

【実施例】
【０００９】
　以下に、実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。
　（実施例１）
　まず、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル（ＯＤＡ）７．７７ｇをジメチルアセト
アミド１００ｇに溶解させ、室温でよく攪拌した後、Ｎ，Ｏ－ビス（トリメチルシリル）
－トリフルオロアセトアミド（ＢＳＴＦＡ）１０．４８ｇを添加し、窒素雰囲気下、室温
で３０分攪拌した。その後、４，４’－ヘキサフルオロイソプロピリデンジフタル酸二無
水物（６ＦＤＡ）１７．２３ｇを加え、窒素雰囲気下室温で一日攪拌して、溶質濃度２０
ｗｔ％のポリアミド酸溶液（１）を合成した。
　このようにして得られた２０ｗｔ％のポリアミド酸溶液（１）、エポキシ化合物である
３，４－エポキシシクロヘキサンカルボン酸－３’，４’－エポキシシクロヘキシルメチ
ルと光酸発生剤４－チオフェノキシフェニルジフェニルスルホニウムヘキアフルオロアン
チモネートを、表１に示す組成にて混合し室温で２時間攪拌して混合溶液を得た。
　以上の混合物を０．４５μｍのテフロン（登録商標）製フィルターを用いてろ過し、感
光性樹脂組成物を調製した。４インチ径のシリコン基板上に、上記感光性樹脂をスピンコ
ート塗布し、７０℃で２０分間熱処理し、塗布膜を形成した。次に、高圧水銀灯（２５０
Ｗ）による紫外光を用いて全面露光（露光量１　Ｊ／ｃｍ２）した。その後、露光試料と
未露光試料を窒素気流下１２０℃で２０分後熱処理した後、さらに１５０℃と２１０℃に
てそれぞれ１時間の熱イミド化を行った。得られた露光試料と未露光試料について、メト
リコン社のプリズムカプラ－ＰＣ－２０００を用いて波長１３２０ｎｍにおける屈折率を
測定した。その測定結果を下記表１に示す。
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【表１】

　組成４の混合液を用いて上記と同様の条件で作られたフィルムを、自記分光光度計を用
いて光透過性を測定したところ、可視～近赤外域において８５％以上の高い透明性を示し
た。
　（実施例２）
　ビス（４－アミノシクロヘキシル）メタン（ＤＣＨＭ）８．７６ｇをγ－プチロラクト
ン１００ｇに仕込み、室温でよく攪拌した後、Ｎ，Ｏ－ビス（トリメチルシリル）－トリ
フルオロアセトアミド（ＢＳＴＦＡ）２０．７４ｇを添加し、窒素雰囲気下、室温で３０
分攪拌した。その後、４，４’－ヘキサフルオロイソプロピリデンジフタル酸二無水物（
６ＦＤＡ）３４．０９ｇを加え、窒素雰囲気下室温で一日攪拌して、溶質濃度３０ｗｔ％
のポリアミド酸溶液（２）を合成した。このようにして得られた３０ｗｔ％のポリアミド
酸溶液（２）、エポキシ化合物と光酸発生剤４－チオフェノキシフェニルジフェニルスル
ホニウムヘキアフルオロアンチモネートを、表２に示す組成にて混合し室温で２時間攪拌
して混合溶液を得た。
　以上の混合物を０．４５μｍのテフロン（登録商標）製フィルターを用いてろ過し、感
光性樹脂組成物を調製した。４インチ径のシリコン基板上に、上記感光性樹脂をスピンコ
ート塗布し、７０℃で２０分間熱処理し、塗布膜を形成した。次に、高圧水銀灯（２５０
Ｗ）による紫外光を用いて全面露光（露光量１　Ｊ／ｃｍ２）した。その後、露光試料と
未露光試料を窒素気流下１２０℃で２０分後熱処理し、さらに１５０℃と２００℃にてそ
れぞれ１時間の熱イミド化を行った。次に露光試料と未露光試料について、メトリコン社
のプリズムカプラを用いて波長１３２０ｎｍにおける屈折率を測定した。その測定結果を
下記表２に示す。
【表２】

　組成４の混合液で上記と同様の条件で作られたフィルムを、自記分光光度計を用いて光
り透過性を測定したところ、可視～近赤外域において８０％以上の高い透明性を示した。
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得られたフィルムについて、熱機械分析装置（ＴＭＡ）を用いてガラス転移温度を測定し
たところ２００℃となり、熱重量測定装置（島津製作所製、ＤＴＧ－６０）を用いて熱分
解開始温度を測定したところ約２３０℃から熱分解が始まり、５％　重量減少温度（Ｔｄ
５）は２７５°Ｃであると高い耐熱性を示した。
　（実施例３）
　実施例２の中に示す組成４を０．４５μｍのテフロン（登録商標）製フィルターを用い
てろ過し、導波路作製用の感光性樹脂組成物を調製した。次に４インチ径のシリコン基板
上に、上記クラッド形成用感光性樹脂を回転塗布（スピンコート）し、７０℃で２０分間
熱処理し、膜厚１０μｍ塗布膜を形成した。次に、高圧水銀灯（２５０Ｗ）による紫外光
を用いて全面露光（露光量１Ｊ／ｃｍ２）し、露光後窒素気流下１２０℃で２０分後熱処
理し、さらに１５０℃と２００℃にてそれぞれ１時間の熱イミド化することで下部クラッ
ド層を形成した。次に、上記感光性樹脂を回転塗布し、７０℃で２０分間熱処理し、膜厚
２０μｍ塗布膜を形成した。次に、フォトマスクを介して高圧水銀灯（２５０Ｗ）による
紫外線を１Ｊ／ｃｍ２照射し、次いで窒素気流下１２０℃で２０分間後熱処理した。次に
、１５０℃と２００℃にてそれぞれ１時間のキュア処理でコア層のパターンが得られた。
次いで、上記感光性樹脂をスピンコート塗布し、７０℃で２０分間熱処理し、膜厚１０μ
ｍの膜を形成した。次に、高圧水銀灯（２５０Ｗ）による紫外光を用いて全面露光（露光
量１Ｊ／ｃｍ２）し、露光後窒素気流下１２０℃で２０分後熱処理し、さらに１５０℃と
２００℃にてそれぞれ１時間の熱イミド化することで上部クラッド層を形成して、ポリマ
ー光導波路を得た。得られた導波路を基板から剥離したところ、膜質は良好であり、高い
柔軟性を有していた。
【産業上の利用可能性】
【００１０】
　以上の説明から明らかなように、本発明のポリマー光導波路形成用感光性樹脂組成物を
用いることで、導波路パターンを精度よく形成でき、かつ形成した光導波路は優れた伝送
特性、即ち、低い伝播損失を有するため、光導波路形成用材料として好適である。
　この出願は、２００６年９月４日に出願された日本出願特願２００６－２３８８４７号
を基礎とする優先権を主張し、その開示の全てをここに取り込む。
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【手続補正書】
【提出日】平成21年5月19日(2009.5.19)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記化１式の一般式（Ｉ）で表されるポリアミド酸（Ａ）と、エポキシ基を持つ化合物
（Ｂ）、および露光により酸を発生する化合物（Ｃ）を含有することを特徴とする感光性
樹脂組成物。
【化１】

（一般式（Ｉ）のうちＲ１は４価の有機官能基で、ビスアルキルベンゼン、及びビスパー
フルオロアルキルベンゼンの４価の有機官能基を含まず、Ｒ２は２価の有機の官能基、Ｒ
３およびＲ４は夫々水素であるか、あるいは酸により分解する官能基を表わす。）
【請求項２】
　請求項１に記載の感光性樹脂組成物において、前記Ｒ１は、ベンゼン、モノアルキルベ
ンゼン、モノパーフルオロアルキルベンゼンと、２個以上のベンゼン環を備えた芳香族炭
化水素、それらのエーテル、それらのケトン、及びそれらの１以上のパーフルオロアルキ
ルの置換体と、それらの芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素を、水素添加処理等
により芳香族性を有しない飽和炭素に置き換えた構造を有する４価の有機官能基とを含む
群から選択された少なくとも一種の４価の有機官能基を有することを特徴とする感光性樹
脂組成物。
【請求項３】
　請求項１に記載の感光性樹脂組成物において、前記Ｒ２はテトラカルボン酸及びその誘
導体のいずれかと反応してポリイミド前駆体動をなすことができるジアミン化合物のアミ
ノ基を除いた残基であることを特徴とする感光性樹脂組成物。
【請求項４】
　請求項３に記載の感光性樹脂組成物において、前記Ｒ２はベンゼン環を一つ有する、フ
ェニレン基、パーフルオロアルキルフェニレン基、フルオロフェニレン基、アルキルフェ
ニレン基、ベンゼン環を２つ以上有する２価の有機官能基、Ｓｉを含む２価の有機官能基
、及びそれらの芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素を、水素添加処理等により芳
香族性を有しない飽和炭素に置き換えた構造を有する２価の有機官能基の内の少なくとも
１種であることを特徴とする感光性樹脂組成物。
【請求項５】
　請求項４に記載の感光性樹脂組成物において、前記Ｒ２はベンゼン環を一つ有する２価
の有機官能基であって、アルキルフェニレン基と、パーフルオロフェニレン基を含まない
ことを特徴とする感光性樹脂組成物。
【請求項６】
　請求項１に記載の感光性樹脂組成物において、前記ポリアミド酸（Ａ）を５～９０質量
％、前記化合物（Ｂ）を０．５～８０質量％、前記化合物（Ｃ）を０．５～１５質量％含
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むことを特徴とする感光性樹脂組成物。
【請求項７】
　請求項１に記載の感光性樹脂組成物において、更に、オキセタン化合物を含むことを特
徴とする感光性樹脂組成物。
【請求項８】
　請求項１に記載の感光性樹脂組成物において、更に、アルミナ、シリカ、ガラス繊維、
ガラスビーズ、シリコーン、酸化チタン、金属酸化物からなる群より選択される少なくと
も一つの添加剤をさらに含むことを特徴とする感光性樹脂組成物。
【請求項９】
　請求項１に記載の感光性樹脂組成物において、活性光線を照射し、引き続き加熱するこ
とで、露光部と未露光部における屈折率差が生じることを特徴とする感光性樹脂組成物。
【請求項１０】
　感光性樹脂組成物に活性光線を照射し、引き続き加熱することで、当該活性光線に対す
る露光部と未露光部における屈折率差を生じさせる屈折率制御方法であって、前記感光性
樹脂組成物は、下記化２式の一般式（Ｉ）で表されるポリアミド酸（Ａ）と、エポキシ基
を持つ化合物（Ｂ）、および露光により酸を発生する化合物（Ｃ）を含有することを特徴
とする屈折率制御方法。
【化２】

（一般式（Ｉ）のうちＲ１は４価の有機官能基で、ビスアルキルベンゼン、及びビスパー
フルオロアルキルベンゼンの４価の有機官能基を含まず、Ｒ２は２価の有機の官能基、Ｒ
３およびＲ４は夫々水素であるか、あるいは酸により分解する官能基を表わす。）
【請求項１１】
　請求項１０に記載の屈折率制御方法において、前記感光性樹脂組成物の前記Ｒ１は、ベ
ンゼン、モノアルキルベンゼン、モノパーフルオロアルキルベンゼンと、２個以上のベン
ゼン環を備えた芳香族炭化水素、それらのエーテル、それらのケトン、及びそれらの１以
上のパーフルオロアルキルの置換体と、それらの芳香環に含まれる一部あるいはすべての
炭素を、水素添加処理等により芳香族性を有しない飽和炭素に置き換えた構造を有する４
価の有機官能基とを含む群から選択された少なくとも一種の４価の有機官能基を有するこ
とを特徴とする屈折率制御方法。
【請求項１２】
　請求項１０に記載の屈折率制御方法において、前記Ｒ２はテトラカルボン酸及びその誘
導体のいずれかと反応してポリイミド前駆体動をなすことができるジアミン化合物のアミ
ノ基を除いた残基であることを特徴とする屈折率制御方法。
【請求項１３】
　請求項１２に記載の屈折率制御方法において、前記Ｒ２はベンゼン環を一つ有する、フ
ェニレン基、パーフルオロアルキルフェニレン基、フルオロフェニレン基、アルキルフェ
ニレン基、ベンゼン環を２つ以上有する２価の有機官能基、Ｓｉを含む２価の有機官能基
、及びそれらの芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素を、水素添加処理等により芳
香族性を有しない飽和炭素に置き換えた構造を有する２価の有機官能基の内の少なくとも
１種であることを特徴とする屈折率制御方法。
【請求項１４】
　請求項１３に記載の屈折率制御方法において、前記Ｒ２はベンゼン環を一つ有する２価
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の有機官能基であって、アルキルフェニレン基と、パーフルオロフェニレン基を含まない
ことを特徴とする屈折率制御方法。
【請求項１５】
　請求項１０に記載の屈折率制御方法において、前記感光性樹脂組成物は、前記ポリアミ
ド酸（Ａ）を５～９０質量％、前記化合物（Ｂ）を０．５～８０質量％、前記化合物（Ｃ
）を０．５～１５質量％含むことを特徴とする屈折率制御方法。
【請求項１６】
　請求項１０に記載の屈折率制御方法において、前記感光性樹脂組成物は、更に、オキセ
タン化合物を含むことを特徴とする屈折率制御方法。
【請求項１７】
　請求項１０に記載の屈折率制御方法において、前記感光性樹脂組成物は、更に、アルミ
ナ、シリカ、ガラス繊維、ガラスビーズ、シリコーン、酸化チタン、金属酸化物からなる
群より選択される少なくとも一つの添加剤をさらに含むことを特徴とする屈折率制御方法
。
【請求項１８】
　請求項１０に記載の屈折率制御方法において、活性光線を照射し、引き続き加熱するこ
とで、露光部と未露光部における屈折率差が生じることを特徴とする屈折率制御方法。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の屈折率制御法により得られた、より屈折率が高い部位をコアとし、
より屈折率が低い部位をクラッドとして用いたことを特徴とする光導波路。
【請求項２０】
　コア層と、該コア層に積層して形成されるクラッド層を有する光導波路であって、該コ
ア層および該クラッド層のいずれかまたは両方に、感光性樹脂組成物を用い、前記感光性
樹脂組成物は、下記化３式の一般式（Ｉ）で表されるポリアミド酸（Ａ）と、エポキシ基
を持つ化合物（Ｂ）、および露光により酸を発生する化合物（Ｃ）を含有することを特徴
とする光導波路。
【化３】

（一般式（Ｉ）のうちＲ１は４価の有機官能基で、ビスアルキルベンゼン、及びビスパー
フルオロアルキルベンゼンの４価の有機官能基を含まず、Ｒ２は２価の有機の官能基、Ｒ
３およびＲ４は夫々水素であるか、あるいは酸により分解する官能基を表わす。）
【請求項２１】
　請求項２０に記載の光導波路において、前記Ｒ１は、ベンゼン、モノアルキルベンゼン
、モノパーフルオロアルキルベンゼンと、２個以上のベンゼン環を備えた芳香族炭化水素
、それらのエーテル、それらのケトン、及びそれらの１以上のパーフルオロアルキルの置
換体と、それらの芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素を、水素添加処理等により
芳香族性を有しない飽和炭素に置き換えた構造を有する４価の有機官能基とを含む群から
選択された少なくとも一種の４価の有機官能基を有することを特徴とする光導波路。
【請求項２２】
　請求項２１に記載の光導波路において、前記Ｒ２はテトラカルボン酸及びその誘導体の
いずれかと反応してポリイミド前駆体動をなすことができるジアミン化合物のアミノ基を
除いた残基であることを特徴とする光導波路。
【請求項２３】
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　請求項２２に記載の光導波路において、前記Ｒ２はベンゼン環を一つ有する、フェニレ
ン基、パーフルオロアルキルフェニレン基、フルオロフェニレン基、アルキルフェニレン
基、ベンゼン環を２つ以上有する２価の有機官能基、Ｓｉを含む２価の有機官能基、及び
それらの芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素を、水素添加処理等により芳香族性
を有しない飽和炭素に置き換えた構造を有する２価の有機官能基の内の少なくとも１種で
あることを特徴とする光導波路。
【請求項２４】
　請求項２３に記載の光導波路において、前記Ｒ２はベンゼン環を一つ有する２価の有機
官能基であって、アルキルフェニレン基と、パーフルオロフェニレン基を含まないことを
特徴とする光導波路。
【請求項２５】
　請求項２０に記載の光導波路において、前記ポリアミド酸（Ａ）を５～９０質量％、前
記化合物（Ｂ）を０．５～８０質量％、前記化合物（Ｃ）を０．５～１５質量％含むこと
を特徴とする光導波路。
【請求項２６】
　請求項２０に記載の光導波路において、前記感光性樹脂組成物は、更に、オキセタン化
合物を含むことを特徴とする光導波路。
【請求項２７】
　請求項２０に記載の光導波路において、前記感光性樹脂組成物は、更に、アルミナ、シ
リカ、ガラス繊維、ガラスビーズ、シリコーン、酸化チタン、金属酸化物からなる群より
選択される少なくとも一つの添加剤をさらに含むことを特徴とする光導波路。
【請求項２８】
　請求項２０に記載の光導波路において、前記感光性脂組成物に活性光線を照射し、引き
続き加熱することで、露光部と未露光部における屈折率差が生じることを特徴とする光導
波路。
【請求項２９】
　請求項２８記載の光導波路において、前記露光部及び未露光部の内で、より屈折率が高
い部位をコアとし、より屈折率が低い部位をクラッドとして用いたことを特徴とする光導
波路。
【請求項３０】
　基板上に第１クラッド層を形成する工程と、感光性樹脂組成物を上記第１クラッド層上
に塗布する工程と、
　プリベークを行う工程と、
　上記感光性樹脂組成物層にマスクを介してコアもしくはコア以外となる領域のどちらか
一方に活性光線を照射する工程と、
　上記形成されたコア及び第１クラッド層の上に第２クラッド層を形成する工程を少なく
とも含み、
　前記感光性樹脂組成物は、下記化４学式の一般式（Ｉ）で表されるポリアミド酸（Ａ）
と、エポキシ基を持つ化合物（Ｂ）、および露光により酸を発生する化合物（Ｃ）を含有
することを特徴とする光導波路パターンの形成方法。
【化４】

（一般式（Ｉ）のうちＲ１は４価の有機官能基で、ビスアルキルベンゼン、及びビスパー
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フルオロアルキルベンゼンの４価の有機官能基を含まず、Ｒ２は２価の有機の官能基、Ｒ
３およびＲ４は夫々水素であるか、あるいは酸により分解する官能基を表わす。）
【請求項３１】
　請求項３０に記載の光導波路パターンの形成方法において、前記Ｒ１は、ベンゼン、モ
ノアルキルベンゼン、モノパーフルオロアルキルベンゼンと、２個以上のベンゼン環を備
えた芳香族炭化水素、それらのエーテル、それらのケトン、及びそれらの１以上のパーフ
ルオロアルキルの置換体と、それらの芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素を、水
素添加処理等により芳香族性を有しない飽和炭素に置き換えた構造を有する４価の有機官
能基とを含む群から選択された少なくとも一種の４価の有機官能基を有することを特徴と
する光導波路パターンの形成方法。
【請求項３２】
　請求項３０に記載の光導波路パターンの形成方法において、前記Ｒ２はテトラカルボン
酸及びその誘導体のいずれかと反応してポリイミド前駆体動をなすことができるジアミン
化合物のアミノ基を除いた残基であることを特徴とする光導波路パターンの形成方法。
【請求項３３】
　請求項３２に記載の光導波路パターンの形成方法において、前記Ｒ２はベンゼン環を一
つ有する、フェニレン基、パーフルオロアルキルフェニレン基、フルオロフェニレン基、
アルキルフェニレン基、ベンゼン環を２つ以上有する２価の有機官能基、Ｓｉを含む２価
の有機官能基、及びそれらの芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素を、水素添加処
理等により芳香族性を有しない飽和炭素に置き換えた構造を有する２価の有機官能基の内
の少なくとも１種であることを特徴とする光導波路パターンの形成方法。
【請求項３４】
　請求項３３に記載の光導波路パターンの形成方法において、前記Ｒ２はベンゼン環を一
つ有する２価の有機官能基であって、アルキルフェニレン基と、パーフルオロフェニレン
基を含まないことを特徴とする光導波路パターンの形成方法。
【請求項３５】
　請求項３０に記載の光導波路パターンの形成方法において、前記感光性樹脂組成物は、
前記ポリアミド酸（Ａ）を５～９０質量％、前記化合物（Ｂ）を０．５～８０質量％、前
記化合物（Ｃ）を０．５～１５質量％含むことを特徴とする光導波路パターンの形成方法
。
【請求項３６】
　請求項３０に記載の光導波路パターンの形成方法において、前記感光性樹脂組成物は、
更に、オキセタン化合物を含むことを特徴とする光導波路パターンの形成方法。
【請求項３７】
　請求項３０に記載の光導波路パターンの形成方法において、前記感光性樹脂組成物は、
更に、アルミナ、シリカ、ガラス繊維、ガラスビーズ、シリコーン、酸化チタン、金属酸
化物からなる群より選択される少なくとも一つの添加剤をさらに含むことを特徴とする光
導波路パターンの形成方法。
【請求項３８】
　請求項３０に記載の光導波路パターンの形成方法において、前記感光性樹脂組成物に活
性光線を照射し、引き続き加熱することで、露光部と未露光部における屈折率差を生じさ
せることを特徴とする光導波路パターンの形成方法。
【請求項３９】
　請求項３８に記載の光導波路パターンの形成方法において、第１クラッド層の上に前記
感光性樹脂組成物を出発原料として層を塗布形成し、その後活性光線を照射することをき
っかけとして照射した部分が低屈折率となるように形成することを特徴とする光導波路パ
ターンの形成方法。
【請求項４０】
　請求項３８に記載の光導波路パターンの形成方法において、第１クラッド層の上に前記
感光性樹脂組成物を出発原料として層を塗布形成し、その後活性光線を照射することをき
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っかけとして照射した部分が高屈折率となるように形成することを特徴とする光導波路パ
ターンの形成方法。
【請求項４１】
　光素子又はデバイスからなる光学部品において、請求項３０に記載の導波路パターンの
形成方法により形成した光導波路を用いたことを特徴とする光学部品。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光通信、光情報処理分野などにおいて用いられる、光素子、光インターコネ
クション、光配線基板、光・電気混載回路基板等に利用される光導波路と、それを作製す
るための光導波路形成用の感光性樹脂組成物、光導波路形成方法、およびそれらを用いた
光素子等の光学部品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、インターネット、デジタル家電が急速に普及し、通信システムやコンピュータに
おける情報処理の大容量化および高速化が求められ、大容量のデータを高周波信号で高速
伝送することが検討されている。
【０００３】
　しかし、大容量の信号を高周波信号で伝送するには、従来の電気配線では伝送損失が大
きいため、光による伝送システムが盛んに検討され、コンピュータ間、装置内、ボード内
通信の配線等に用いられようとしている。この光による伝送システムを実現する要素のう
ち、光導波路は、光素子、光インターコネクション、光配線基板、光・電気混載回路基板
等における基本となる構成要素となるため、光導波路に対しては、高性能かつ低コストで
あることが求められている。
【０００４】
　光導波路は基板上に形成した光配線であり、ガラス導波路とポリマー導波路がある。光
インターコネクション、光配線版などの素子に導波路を適用するためには、従来の電気配
線技術と同程度のコストで導波路を形成する必要がある。しかし既に製品化されているガ
ラス導波路は、シリカガラスのクラッド層とシリカガラスにゲルマニウムを添加したコア
層からなり、これらの各層全ては気相成長法により形成され、火炎堆積法による１０００
℃以上の加熱プロセスを経る。
【０００５】
　すなわち製造コストが高く、また高加熱プロセスを要する等プリント基板等との製造プ
ロセスにおけるマッチングが困難であると考えられる。さらにはまた大面積の導波路の作
製が困難であるなど、工業化においては製造プロセスおよびコストの点で多くの課題があ
る。
【０００６】
　一方、ポリマー材料は、石英ガラスなどの従来の光学材料に比べてコスト、加工性、分
子設計の容易さ等において優れていると考えられる。すなわち、ポリマーなどの有機材料
を用いた導波路形成においては、スピンコート（回転塗布）によって所望の膜が形成でき
るため低温プロセス化が可能である。またあらゆる基板，例えば、半導体基板、銅ポリイ
ミド配線板、ポリマー基板等、上に容易に製膜でき、低コスト、高歩留まり化はもとより
高性能化、多品種化への可能性をも秘めている。実際にはこれまで、ポリメチルメタクリ
レート（ＰＭＭＡ）やエポキシ樹脂、ポリシロキサン誘導体、フッ素化ポリイミド等のポ
リマー材料を用いたものが検討されてきた。
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【０００７】
　例えば、特許文献１および特許文献２には、エポキシ化合物を用いたポリマー導波路が
開示されている。また、特許文献３には、ポリシロキサン誘導体を用いた導波路が開示さ
れている。
【０００８】
　しかし一般的には、有機化合物である樹脂組成物からなる導波路は耐熱性が低く、また
光通信で用いられる波長６００～１６００ｎｍの領域おいて伝送損失が大きい等の問題が
指摘されている。この問題を解決するため、例えばポリマーを重水素化やフッ素化する等
の化学修飾によって伝送損失を低減したり、耐熱性を有するポリイミド誘導体を用いる等
の検討がなされている。例えば、特開２００５－２９６５２号公報（特許文献４）にはポ
リエーテルケトン誘導体を用いた導波路が記載されている。しかし、重水素化ＰＭＭＡは
耐熱性が低く、またフッ素化ポリイミドは耐熱性に優れるものの、導波路パターンを形成
するには、石英導波路と同様にドライエッチング工程を必要とするため、製造コストが高
くなる欠点を有する。
【０００９】
　一方、光導波路ではないが、特許文献５には、光導波路カプラーの２種のコア材として
、感光性のポリアミド酸から作製されるか、又はエポキシ系またはアクリル系またはシリ
コーン系オリゴマーもしくはモノマーから作製されたものが開示されている。
【００１０】
【特許文献１】特開平１０－１７０７３８号公報
【特許文献２】特開平１１－３３７７５２号公報
【特許文献３】特開平９－１２４７９３号公報
【特許文献４】特開２００５－２９６５２号公報
【特許文献５】特開２００２－２７７６６２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　そのため、感光性樹脂を用いた光導波路を形成するにあたって、伝送損失が低く、また
導波路パターンを形状精度よく、かつ低コストで作製可能な光導波路形成用感光性樹脂組
成物、光導波路、及び光導波路パターンの形成方法が求められている。
【００１２】
　そこで、本発明の技術的課題は、伝送損失が低く、また導波路パターンを形状精度よく
、かつ低コストで作製可能な光導波路形成用感光性樹脂組成物、光導波路、及び光導波路
パターンの形成方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者らは、上記課題を解決するために検討した結果、ポリイミド構造をもつ樹脂を
光導波路のコア層とクラッド層のいずれか一つまたは両方を形成するための樹脂組成物に
おける主要構成材料として用いることによって、各層に好適な屈折率を付与し、導波路の
伝送損失が低く、しかも導波路のパターン形状を精度良く形成できることを見出し、本発
明を完成した。
【００１４】
　すなわち、本発明の第１の態様による感光性樹脂組成物は、下記化１式で示す一般式（
Ｉ）で表されるポリアミド酸（Ａ）と、エポキシ基を持つ化合物（Ｂ）、および露光によ
り酸を発生する化合物（Ｃ）を含有することを特徴としている。
【００１５】



(28) JP WO2008/029816 A1 2008.3.13

【化１】

　（一般式（Ｉ）のうちＲ１は４価の有機官能基で、ビスアルキルベンゼン、及びビスパ
ーフルオロアルキルベンゼンの４価の有機官能基を含まず、Ｒ２は２価の有機の官能基、
Ｒ３およびＲ４は夫々水素であるか、あるいは酸により分解する官能基を表わす。）
【００１６】
　また、本発明の第２の態様による屈折率制御方法は、感光性樹脂組成物に活性光線を照
射し、引き続き加熱することで、当該活性光線に対する露光部と未露光部における屈折率
差を生じさせる屈折率制御方法であって、前記感光性樹脂組成物は、下記化２式の一般式
（Ｉ）で表されるポリアミド酸（Ａ）と、エポキシ基を持つ化合物（Ｂ）、および露光に
より酸を発生する化合物（Ｃ）を含有することを特徴とする。
【００１７】
【化２】

　（一般式（Ｉ）のうちＲ１は４価の有機官能基で、ビスアルキルベンゼン、及びビスパ
ーフルオロアルキルベンゼンの４価の有機官能基を含まず、Ｒ２は２価の有機の官能基、
Ｒ３およびＲ４は夫々水素であるか、あるいは酸により分解する官能基を表わす。）
【００１８】
　ここで、本発明の第２の態様において、活性光線を照射し、引き続き加熱することで、
露光部と未露光部における屈折率差が生じることが好ましい。
【００１９】
　また、本発明の第３の態様による光導波路によれば、前記屈折率制御法により得られた
、より屈折率が高い部位をコアとし、より屈折率が低い部位をクラッドとして用いたこと
を特徴とする。
【００２０】
　本発明の第４の態様によれば、コア層と、該コア層に積層して形成されるクラッド層を
有する光導波路であって、該コア層および該クラッド層のいずれかまたは両方に、感光性
樹脂組成物を用い、前記感光性樹脂組成物は、下記化３式の一般式（Ｉ）で表されるポリ
アミド酸（Ａ）と、エポキシ基を持つ化合物（Ｂ）、および露光により酸を発生する化合
物（Ｃ）を含有することを特徴とする。
【００２１】
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【化３】

　（一般式（Ｉ）のうちＲ１は４価の有機官能基で、ビスアルキルベンゼン、及びビスパ
ーフルオロアルキルベンゼンの４価の有機官能基を含まず、Ｒ２は２価の有機の官能基、
Ｒ３およびＲ４は夫々水素であるか、あるいは酸により分解する官能基を表わす。）
【００２２】
　また、本発明の第５の態様による光導波路パターンの形成方法は、基板上に第１クラッ
ド層を形成する工程と、感光性樹脂組成物を上記第１クラッド層上に塗布する工程と、プ
リベークを行う工程と、上記感光性樹脂組成物層にマスクを介してコアもしくはコア以外
となる領域のどちらか一方に活性光線を照射する工程と、上記形成されたコア及び第１ク
ラッド層の上に第２クラッド層を形成する工程を少なくとも含み、前記感光性樹脂組成物
は、下記化４式の一般式（Ｉ）で表されるポリアミド酸（Ａ）と、エポキシ基を持つ化合
物（Ｂ）、および露光により酸を発生する化合物（Ｃ）を含有することを特徴とする。
【００２３】

【化４】

　（一般式（Ｉ）のうちＲ１は４価の有機官能基で、ビスアルキルベンゼン、及びビスパ
ーフルオロアルキルベンゼンの４価の有機官能基を含まず、Ｒ２は２価の有機の官能基、
Ｒ３およびＲ４は夫々水素であるか、あるいは酸により分解する官能基を表わす。）
【００２４】
　また、本発明の第６の態様による光学部品は、光素子又はデバイスからなる光学部品に
おいて、前記導波路パターンの形成方法により形成した光導波路を用いたことを特徴とす
る。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明の光導波路形成用感光性樹脂組成物は、導波路パターンを精度よく形成でき、ま
た溶媒を用いた現像プロセスを必要とせずパターンが形成できる。さらに形成した光導波
路は優れた伝送特性、即ち、低い伝播損失を有し、またポリイミド骨格に由来する高い熱
安定性を有するため、光素子、デバイス用途の光導波路として好適に用いることができる
。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２６】
　以下、本発明の光導波路形成用感光性樹脂組成物及び光導波路形成方法について具体的
に説明する。
【００２７】
　（光導波路形成用樹脂組成物）
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　本発明の光導波路形成用樹脂組成物（以下、樹脂組成物という）は、少なくとも下記化
５の一般式（Ｉ）で表されるポリアミド酸またはポリアミド酸エステル（Ａ）と、エポキ
シ基を持つ化合物（Ｂ）、および露光により酸を発生する化合物（Ｃ）を含有することで
得られる。
【００２８】
【化５】

【００２９】
　本発明の一般式（Ｉ）で表される繰り返し構造単位は基本的にテトラカルボン酸二無水
物とジアミンとから得られるポリアミド酸またはポリアミド酸エステル構造である。すな
わちＲ１は、テトラカルボン酸のカルボキシル基を除いた残基であり、芳香環を含む基で
あることが好ましく、炭素原子を６ないし４０であるものがより好適である。芳香環を含
む基としては、一個の芳香環または二個以上の芳香環が単結合、エーテル結合、メチレン
結合、エチレン結合、２，２－ヘキサフルオロプロピリデン結合、スルホン結合、スルホ
キシド結合、チオエーテル結合およびカルボニル結合を介して結合した化学構造を有する
四価の有機基が好適である。
【００３０】
　前記テトラカルボン酸二無水物としては、例えば、Ｒ１がベンゼン、アルキルベンゼン
、又はパーフルオロアルキルベンゼンの４価の有機基である：ピロメリット酸二無水物（
トリフルオロメチル）ピロメリット酸二無水物、ジ（トリフルオロメチル）ピロメリット
酸二無水物を挙げることができる。
【００３１】
　また、Ｒ１が２個以上のベンゼン環を備えた芳香族炭化水素、そのエーテル、それらの
ケトン、及びそれらの１以上のパーフルオロアルキルの置換体の内のいずれかの四価の有
機基である：ビス｛３，５－ジ（トリフルオロメチル）フェノキシ｝ピロメリット酸二無
水物、２，３，３’，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，４’
－テトラカルボキシジフェニルエーテル二無水物、２，３’，３，４’－テトラカルボキ
シジフェニルエーテル二無水物、３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸
二無水物、２，３，６，７－テトラカルボキシナフタレン二無水物、１，４，５，７－テ
トラカルボキシナフタレン二無水物、１，４，５，６－テトラカルボキシナフタレン二無
水物、３，３’，４，４’－テトラカルボキシジフェニルメタン二無水物、２，２－ビス
（３，４－ジカルボキシフェニル）プロパン二無水物、２，２－ビス（３，４－ジカルボ
キシフェニル）ヘキサフルオロプロパン二無水物、５，５’－ビス（トリフルオロメチル
）－３，３’，４，４’－テトラカルボキシビフェニル二無水物、２，２’，５，５’－
テトラキス（トリフルオロメチル）－３，３’，４，４’－テトラカルボキシビフェニル
二無水物、５，５’－ビス（トリフルオロメチル）－３，３’，４，４’－テトラカルボ
キシジフェニルエーテル二無水物、５，５’－ビス（トリフルオロメチル）－３，３’，
４，４’－テトラカルボキシベンゾフェノン二無水物、ビス｛（トリフルオロメチル）ジ
カルボキシフェノキシ｝ベンゼン二無水物、ビス｛（トリフルオロメチル）ジカルボキシ
フェノキシ｝（トリフルオロメチル）ベンゼン二無水物、ビス（ジカルボキシフェノキシ
）（トリフルオロメチル）ベンゼン二無水物、ビス（ジカルボキシフェノキシ）ビス（ト
リフルオロメチル）ベンゼン二無水物、ビス（ジカルボキシフェノキシ）テトラキス（ト
リフルオロメチル）ベンゼン二無水物、３，４，９，１０－テトラカルボキシペリレン二
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無水物、２，２－ビス｛４－（３，４－ジカルボキシフェノキシ）フェニル｝プロパン二
無水物、ブタンテトラカルボン酸二無水物、シクロペンタンテトラカルボン酸二無水物、
２，２－ビス｛４－（３，４－ジカルボキシフェノキシ）フェニル｝ヘキサフルオロプロ
パン二無水物、ビス｛（トリフルオロメチル）ジカルボキシフェノキシ｝ビフェニル二無
水物、ビス｛（トリフルオロメチル）ジカルボキシフェノキシ｝ビス（トリフルオロメチ
ル）ビフェニル二無水物、ビス｛（トリフルオロメチル）ジカルボキシフェノキシ｝ジフ
ェニルエーテル二無水物、ビス（ジカルボキシフェノキシ）ビス（トリフルオロメチル）
ビフェニル二無水物、ビス（３、４－ジカルボキシフェニル）ジメチルシラン二無水物、
１、３－ビス（３、４－ジカルボキシフェニル）テトラメチルジシロキサン二無水物、ジ
フルオロピロメリット酸二無水物、１，４－ビス（３，４－ジカルボキシトリフルオロフ
ェノキシ）テトラフルオロベンゼン二無水物、１，４－ビス（３，４－ジカルボキシトリ
フルオロフェノキシ）オクタフルオロビフェニル二無水物、４，４’－ヘキサフルオロイ
ソプロピリデンジフタル酸二無水物、などを挙げることができる。また、これらの酸二無
水物の芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素を、水素添加処理等により芳香族性を
有しない飽和炭素に置き換えた構造を有する酸二無水物も原料として使用することができ
るが、これらに限定されるものではない。
【００３２】
　なお、Ｒとして、ビスアルキルベンゼン、ビスパーフルオロアルキルベンゼンの４価基
を含まないことが好ましい。
【００３３】
　また、一般式（Ｉ）で表される繰り返し単位におけるＲ２は、テトラカルボン酸やその
誘導体と反応してポリイミド前駆体をなすことができるジアミン化合物のアミノ基を除い
た残基であることが好ましい。そのなかでもベンゼン環を一つ持つ２価の有機官能基であ
ることが好ましく、フェニレン基、フルオロフェニレン基又はフルオロアルキルフェニレ
ン、アルキルフェニレン基を形成するものが好ましく、ベンゼン環を２個以上有する２価
の有機官能基も好ましい。さらに、Ｓｉを含む２価の有機官能基も好ましい。
【００３４】
　ベンゼン環を一つ有するフェニレン基を形成するジアミン化合物としては、ｍ－フェニ
レンジアミンを例示することができる。
【００３５】
　また、フルオロフェニレン基又はフルオロアルキルフェニレン基を形成するジアミン化
合物としては、１，３－ジアミノテトラフルオロベンゼン、１，４－ジアミノテトラフル
オロベンゼン、２，５－ジアミノベンゾトリフルオライド、ビス（トリフルオロメチル）
フェニレンジアミン、ジアミノテトラ（トリフルオロメチル）ベンゼン、ジアミノ（ペン
タフルオロエチル）ベンゼンを例示することができるが、パーフルオロフェニレン以外の
、１，３－ジアミノテトラフルオロベンゼン、１，４－ジアミノテトラフルオロベンゼン
、２，５－ジアミノベンゾトリフルオライド、ビス（トリフルオロメチル）フェニレンジ
アミンが好ましい。
【００３６】
　また、アルキルフェニレン基を形成するジアミン化合物としては、２，４－ジアミノト
ルエン、２，４－ジアミノキシレン、２，４－ジアミノデュレン、ｐ－フェニレンジアミ
ン、２，５－ジアミノトルエン、２，３，５，６－テトラメチル－ｐ－フェニレンジアミ
ンを例示することができる。
【００３７】
　また、ベンゼン環を２個以上有する２価の有機官能基を形成するジアミン化合物の例と
しては、ベンジジン、２，２’－ジメチルベンジジン、３，３’－ジメチルベンジジン、
３，３’－ジメトキシベンジジン、２，２’－ジメトキシベンジジン、３，３’，５，５
’－テトラメチルベンジジン、３，３’－ジアセチルベンジジン、２，２’－ビス（トリ
フルオロメチル）－４，４’－ジアミノビフェニル、オクタフルオロベンジジン、３，３
’－ビス（トリフルオロメチル）－４，４’－ジアミノビフェニル、４，４’－ジアミノ
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ジフェニルエーテル、４，４’－ジアミノジフェニルメタン、２，２－ビス（ｐ－アミノ
フェニル）プロパン、３，３’－ジメチル－４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、３
，３’－ジメチル－４，４’－ジアミノジフェニルメタン、２，２’－ビス（トリフルオ
ロメチル）－４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、３，３’－ビス（トリフルオロメ
チル）－４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、３，３’－ビス（トリフルオロメチル
）－４，４’－ジアミノベンゾフェノン、４，４’’－ジアミノ－ｐ－テルフェニル、１
，４－ビス（ｐ－アミノフェニル）ベンゼン、ｐ－ビス（４－アミノ－２－トリフルオロ
メチルフェノキシ）ベンゼン、４，４’’’－ジアミノ－ｐ－クオーターフェニル、４，
４’－ビス（ｐ－アミノフェノキシ）ビフェニル、２，２－ビス｛４－（ｐ－アミノフェ
ノキシ）フェニル｝プロパン、４，４’－ビス（３－アミノフェノキシフェニル）ジフェ
ニルスルホン、２，２－ビス｛４－（４－アミノフェノキシ）フェニル｝ヘキサフルオロ
プロパン、２，２－ビス｛４－（３－アミノフェノキシ）フェニル｝ヘキサフルオロプロ
パン、２，２－ビス｛４－（２－アミノフェノキシ）フェニル｝ヘキサフルオロプロパン
、２，２－ビス｛４－（４－アミノフェノキシ）－３，５－ジメチルフェニル｝ヘキサフ
ルオロプロパン、２，２－ビス｛４－（４－アミノフェノキシ）－３，５－ジトリフルオ
ロメチルフェニル｝ヘキサフルオロプロパン、４，４’－ビス（４－アミノ－２－トリフ
ルオロメチルフェノキシ）ビフェニル、４，４’－ビス（４－アミノ－３－トリフルオロ
メチルフェノキシ）ビフェニル、２，２－ビス｛４－（４－アミノ－３－トリフルオロメ
チルフェノキシ）フェニル｝ヘキサフルオロプロパン、ビス｛（トリフルオロメチル）ア
ミノフェノキシ｝ビフェニル、ビス［｛（トリフルオロメチル）アミノフェノキシ｝フェ
ニル］ヘキサフルオロプロパン、ジアミノアントラキノン、１，５－ジアミノナフタレン
、２，６－ジアミノナフタレン、ビス［｛２－（アミノフェノキシ）フェニル｝ヘキサフ
ルオロイソプロピル］ベンゼン、ビス（２，３，５，６）－テトラフルオロ－４－アミノ
フェニル）エーテルを例示することができる。
【００３８】
　さらに、Ｓｉを含む２価の有機官能基を形成する有機シリコンジアミン化合物の例とし
ては、１，３－ビス（３－アミノプロピル）テトラメチルジシロキサン、１，４－ビス（
３－アミノプロピルジメチルシリル）ベンゼン、ビス（４－アミノフェニル）ジエチルシ
ラン、４，４’－ビス（テトラフルオロアミノフェノキシ）オクタフルオロビフェニルな
どを例示することもできる。
【００３９】
　また、これらのジアミン化合物の芳香環に含まれる一部あるいはすべての炭素を、水素
添加処理等により芳香族性を有しない飽和炭素に置き換えた構造を有するジアミン化合物
も原料として使用することができるが、これらに限定されるものではない。
【００４０】
　一般式（Ｉ）で表される繰り返し構造単位においてＲ３およびＲ４は水素原子および酸
により分解する置換基を表す。Ｒ３およびＲ４としては例えば、ｔ－ブチル基、ｔ－ブト
キシカルボニル基、ｔ－ブトキシカルボニルメチル基、テトラヒドロピラニル基、テトラ
ヒドロフラニル基、エトキシエチル基、メトキシエチル基、エトキシメチル基、トリメチ
ルシリル基、トリメチルシリルエーテル基などが挙げられるが、もちろんこれらに限定さ
れるものではない。
【００４１】
　また、得られる重合体の重量平均分子量（Ｍｗ）は、１，０００以上が好ましく、４，
０００以上がより好ましい。また、１，０００，０００以下が好ましく、５００，０００
以下がより好ましい。
【００４２】
　また、本発明の感光性樹脂組成物に用いる光酸発生剤としては、活性光線の照射によっ
て酸を発生する光酸発生剤であることが望ましく、本発明における重合体などとの混合物
が有機溶媒に十分に溶解し、かつその溶液を用いて、スピンコ－トなどの製膜法で均一な
塗布膜が形成可能なものであれば特に制限されない。また、単独でも、２種以上を混合し
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て用いてもよい。
【００４３】
　使用可能な光酸発生剤の例としては、例えばトリアリールスルホニウム塩誘導体、ジア
リールヨ－ドニウム塩誘導体、ジアルキルフェナシルスルホニウム塩誘導体、ニトロベン
ジルスルホナート誘導体、Ｎ－ヒドロキシナフタルイミドのスルホン酸エステル、Ｎ－ヒ
ドロキシスクシイミドのスルホン酸エステル誘導体等が挙げられるが、これらだけに限定
されるものではない。
【００４４】
　光酸発生剤の含有率は、感光性樹脂組成物の十分な感度を実現し、良好なパターン形成
を可能とする観点から、重合体、エポキシ化合物、光酸発生剤の総和、あるいはさらにオ
キセタン化合物を含む場合における総和に対して０．１質量％以上が好ましく、０．５質
量％以上がより好ましい。一方、均一な塗布膜の形成を実現し、導波路の特性を損なわな
い観点から、１５質量％以下が好ましく、７質量％以下がより好ましい。
【００４５】
　また本発明の感光性樹脂組成物は、上記重合体と光酸発生剤に加えエポキシ化合物を含
む。エポキシ化合物としては、例えば、ビスフェノールＡジグリシジルエーテル、水添ビ
スフェノールＡジグリシジルエーテル、エチレングリコールジグリシジルエーテル、ジエ
チレングリコールジグリシジルエーテル、プロピレングリコールジグリシジルエーテル、
トリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、ネオペンチルグリコールジグリシジル
エーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、グリセリンジグリシジルエ
ーテル、トリメチロールプロパントリグリシジルエーテル、１，２－シクロヘキサンカル
ボン酸ジグリシジルエステル、３，４－エポキシシクロヘキサンカルボン酸３，４－エポ
キシシクロヘキシルメチル、トリスエポキシプロピルイソシアヌレート、２－エポキシエ
チルビシクロ［２，２，１］ヘプチルグリシジルエーテル、エチレングリコールビス（２
－エポキシエチルビシクロ［２，２，１］ヘプチル）エーテル、ビス（２－エポキシエチ
ルビシクロ［２，２，１］ヘプチル）エーテル等が挙げられるが、もちろんこれらだけに
限定されるものではない。
【００４６】
　またこれらエポキシ化合物の含有率は、それ自身を含む全構成分に対して通常０．５～
８０質量％、好ましくは１～７０質量％である。また、単独でも、２種以上を混合して用
いてもよい。
【００４７】
　また本発明の感光性樹脂組成物は、上記重合体と感光剤、エポキシ化合物に加えさらに
オキセタン化合物を含んでいても良い。オキセタン化合物としては、例えば、３－エチル
－３－ヒドロキシメチルオキセタン、１，４－ビス｛［（３－エチル－３－オキセタニル
）メトキシ］メチル｝ベンゼン、３－エチル－３－（フェノキシメチル）オキセタン、ジ
［１－エチル（３－オキセタニル）］メチルエーテル、３－エチル－３－（２－エチルヘ
キシロキシメチル）オキセタン、３－エチル－３－｛［３－（トリエトキシシリル）プロ
ポキシ］メチル｝オキセタン等が挙げられるが、これらだけに限定されるものではない。
【００４８】
　またこれらオキセタン化合物を加える場合、その含有率は、それ自身を含む全構成分に
対して通常０．５～８０質量％、好ましくは１～７０質量％である。また、単独でも、２
種以上を混合して用いてもよい。
【００４９】
　また、本発明の樹脂組成物は、感光性樹脂組成物を含み、上記重合体、光酸発生剤、エ
ポキシ化合物、オキセタン化合物に加え、光導波路としての特性を損なわない範囲で種々
の無機微粒子を添加剤として加えてもよい。そのような添加剤としては、例えばアルミナ
、シリカ、ガラス繊維、ガラスビーズ、シリコーン、酸化チタンなどの金属酸化物等が挙
げられる。これらの添加剤を加えることで、耐クラック性、耐熱性を向上したり、低弾性
率化を図ったり、導波路の反りを改善できる。
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【００５０】
　さらに本発明の樹脂組成物は、感光性樹脂組成物を含み、必要に応じて本発明の効果を
損なわない範囲において、密着性向上剤、レベリング剤、塗布性改良剤、濡れ性改良剤、
界面活性剤、光増感剤、脱水剤、重合禁止剤、重合開始助剤、紫外線吸収剤、可塑剤、酸
化防止剤、帯電防止剤、などといった成分を添加して、本発明の樹脂組成物および感光性
樹脂組成物を調製することもできる。
【００５１】
　なお、上記樹脂組成物もしくは、感光性樹脂組成物を調製する際に、必要に応じて、適
当な溶剤を用いる。溶剤としては、感光性樹脂組成物が充分に溶解でき、その溶液をスピ
ンコート法などの方法で均一に塗布できる有機溶媒等であれば特に制限されない。具体的
には、γ－ブチロラクトン、Ｎ，Ｎ-ジメチルアセトアミド、プロピレングリコールモノ
メチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノエチルエーテルアセテート、乳酸
エチル、２－ヘプタノン、酢酸２－メトキシブチル、酢酸２－エトキシエチル、ピルビン
酸メチル、ピルビン酸エチル、３－メトキシプロピオン酸メチル、３－メトキシプロピオ
ン酸エチル、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、シクロヘキサノン、シクロペンタノン、メチ
ルイソブチルケトン、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノ
メチルエーテルアセテート、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコー
ルモノイソプロピルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレング
リコールジメチルエーテル等を使用することができる。これらは、単独でも２種類以上を
混合して用いてもよい。
【００５２】
　（導波路パターンの形成方法）
　本発明によるポリマー光導波路の製造について説明する。ポリマー光導波路は屈折率の
高いコアと屈折率の低いクラッドからなるものであり、コアをクラッドで取り巻く形状に
形成されるが、少なくとも以下の工程を含む導波路パターンの形成方法により得られる。
【００５３】
（１）適宜の基板上に下部クラッド層を形成する工程と、
（２）本発明の感光性樹脂組成物を上記下部クラッド層上に塗布する工程と、
（３）光照射前熱処理（プリベーク）を行う工程と、
（４）上記感光性樹脂組成物層にマスクを介してコアとなるべき領域に、あるいはコアと
なるべき領域以外に、紫外線などの活性光線を照射する工程と、
（５）露光後加熱（ポストベーク）を行い、コア層を形成する工程と、
（６）上記形成されたコア層及び下部クラッド層の上に上部クラッド層を形成する工程を
少なくとも含む。また上記下部クラッドと中間及び上部クラッドの何れか一方又は両方を
本発明の感光性樹脂組成物を用いて同様に化学線を照射して形成してもよいが、その場合
、コア層よりも屈折率が低くなる組成を選択して使用する。
【００５４】
　以下に、本発明によるポリマー光導波路の製造方法の一例を図１及び図２を参照しなが
ら詳細に説明する。
【００５５】
　まず、図１（ｄ）に示すように、適宜の基板１上に下部クラッド層（第１クラッド層）
２ｂを形成する。この下部クラッド層２ｂは、例えば、図１（ａ）に示すように基板１上
に、図１（ｂ）に示すように、本発明の樹脂組成物および感光性樹脂組成物２ａをこの基
板１上に塗布し、プリベークすることで上記樹脂組成物層２ａを形成する。次に図１（ｃ
）に示すように、活性光線３ａを全面露光し、熱処理（ベーク）工程を行うことでこの樹
脂層２ａを低屈折率化することで下部クラッド層２ｂを形成する（図１（ｄ））。この下
部クラッド層２ｂは、その屈折率と同等の屈折率になる他の任意の硬化性樹脂組成物を用
い、活性光線または熱処理によって得られるものであってもよい。
【００５６】
　本発明において、上記基板１としては、例えば、シリコン基板、ガラス基板、石英基板
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、ガラスエポキシ基板、金属基板、セラミック基板、高分子フィルム、または各種基板上
に高分子フィルムが形成された基板等を用いることができるが、これらに限定されるもの
ではない。
【００５７】
　次に、図１（ｅ）に示すように、上記下部クラッド層２ｂの上に本発明の感光性樹脂組
成物を塗布し、プリベークすることで、感光性樹脂組成物層４ａを形成する。感光性樹脂
組成物層４ａの形成には、下部クラッド層２ｂの屈折率より高屈折率となる組成を選択し
て使用する。感光性樹脂組成物４ａを塗布する方法は、特に限定されるものではなく、例
えば、スピンコータを用いた回転塗布、スプレーコータを用いた噴霧塗布、浸漬、印刷、
ロールコーティング等を用いることができる。また、プリベーク工程は、塗布した樹脂組
成物および感光性樹脂組成物を乾燥して組成物中の溶剤を除去し、塗布した樹脂組成物を
樹脂組成物層４ａとして定着させるための工程である。プリベーク工程は、通常、６０～
１６０℃で行われる。
【００５８】
　次いで、図１（ｆ）に示すように、上記感光性樹脂組成物層４ａにフォトマスク５ａを
介して、コア層６ａに対応する領域に化学線３ｂを照射し、さらに露光後加熱処理を行い
し、次いで有機溶剤で現像を行い、未露光部を除去した後、さらにポストベークすること
で、図２（ａ）に示すように下部クラッド層２ｂ上に屈折率の高いコア層６ａが形成され
る。
【００５９】
　露光工程は、フォトマスク５ａを介して感光性樹脂組成物層４ａを選択的に露光し、フ
ォトマスク５ａ上の導波路パターンを感光性樹脂組成物層４ａに転写する工程である。前
記及び後述の全面露光及び当該パターン露光に用いる活性光線３ｂとしては、高圧水銀灯
、重水素ランプ、紫外線、可視光線、エキシマレーザ、電子線、Ｘ線等が使用できるが、
１８０～５００ｎｍの波長の活性光線が好ましい。
【００６０】
　また、露光後加熱処理工程は、空気中又は不活性ガス雰囲気下、通常１００～１６０℃
で行われる。
【００６１】
　またポストベーク工程は、空気中又は不活性ガス雰囲気下、通常１００～２００℃で行
われる。またポストベーク工程は一段階で行ってもよいし多段階で行ってもよい。
【００６２】
　さらに、コア層６ａが形成された上に本発明の感光性樹脂組成物７ａを、図２（ｂ）に
示すように塗布し、図２（ｃ）に示すように、活性光線３ｃを全面露光し、熱処理するこ
とで低屈折率化し、図２（ｄ）のように中間クラッド及び上部クラッド（中間クラッド層
７ｄ及び上部クラッド層７ｃ：第２クラッド層）を一括して形成する。この中間及び上部
クラッド層７ｄ及び７ｃは、その屈折率と同等の屈折率になる他の任意の感光性樹脂組成
物を用い、紫外線または熱処理によって得られるものであってもよい。このようにして、
高屈折率のコア層６ａを、低屈折率の下部クラッド層２ｂ、中間及び上部クラッド層７ｄ
，７ｃで囲んで形成されるポリマー光導波路を作製することができる。さらに、この後、
前記基板１をエッチング等の方法によって除去することで、ポリマー光導波路を得ること
ができる。又、基板１として可撓性の高分子フィルムなどを採用すれば、フレキシブルな
ポリマー光導波路を得ることができる。
【００６３】
　次に、本発明によるポリマー光導波路の製造方法のもう一つの例を図３及び図４を参照
しながら詳細に説明する。
【００６４】
　まず、図３（ｄ）に示すように、適宜の基板１上に下部クラッド層（第１クラッド層）
２ｂを形成する。この下部クラッド層２ｂは、例えば、図３（ａ）に示すように基板１上
に、図３（ｂ）に示すように、本発明の樹脂組成物および感光性樹脂組成物２ａをこの基
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板１上に塗布し、プリベークすることで上記樹脂組成物層２ａを形成する。次に図３（ｃ
）に示すように、活性光線３ａを全面露光し、熱処理（ベーク）工程を行うことでこの樹
脂層２ａを低屈折率化することで下部クラッド層２ｂを形成する（図３（ｄ））。この下
部クラッド層２ｂは、その屈折率と同等の屈折率になる他の任意の硬化性樹脂組成物を用
い、活性光線または熱処理によって得られるものであってもよい。
【００６５】
　本発明において、上記基板１としては、上記の例と同様に例えば、シリコン基板、ガラ
ス基板、石英基板、ガラスエポキシ基板、金属基板、セラミック基板、高分子フィルム、
または各種基板上に高分子フィルムが形成された基板等を用いることができるが、これら
に限定されるものではない。
【００６６】
　次に、図３（ｅ）に示すように、上記下部クラッド層２ｂの上に本発明の感光性樹脂組
成物を塗布し、プリベークすることで、感光性樹脂組成物層４ａを形成する。感光性樹脂
組成物層４ａの形成には、下部クラッド層２ｂの屈折率より高屈折率となる組成を選択し
て使用する。感光性樹脂組成物を塗布する方法は、特に限定されるものではなく、例えば
、スピンコータを用いた回転塗布、スプレーコータを用いた噴霧塗布、浸漬、印刷、ロー
ルコーティング等を用いることができる。また、プリベーク工程は、塗布した樹脂組成物
および感光性樹脂組成物を乾燥して組成物中の溶剤を除去し、塗布した樹脂組成物を樹脂
組成物層４ａとして定着させるための工程である。プリベーク工程は、通常、６０～１６
０℃で行われる。
【００６７】
　次いで、図３（ｆ）に示すように、上記感光性樹脂組成物層４ａにフォトマスク５ａを
介して、コア層６ａに対応する領域以外に化学線３ｂを照射し、さらに露光後加熱処理を
行いし、次いで有機溶剤で現像を行い、露光部を除去した後、さらにポストベークするこ
とで、図４（ａ）に示すように下部クラッド層２ｂ上に屈折率の高いコア層６ｂが形成さ
れる。
【００６８】
　露光工程は、フォトマスク５ｂを介して感光性樹脂組成物層４ａを選択的に露光し、フ
ォトマスク５ｂ上の導波路パターンを感光性樹脂組成物層４ａに転写する工程である。前
記及び後述の全面露光及び当該パターン露光に用いる活性光線３ｂとしては、高圧水銀灯
、重水素ランプ、紫外線、可視光線、エキシマレーザ、電子線、Ｘ線等が使用できるが、
１８０～５００ｎｍの波長の活性光線が好ましい。
【００６９】
　また、露光後加熱処理工程は、空気中又は不活性ガス雰囲気下、通常１００～１６０℃
で行われる。
【００７０】
　またポストベーク工程は、空気中又は不活性ガス雰囲気下、通常１００～２００℃で行
われる。またポストベーク工程は一段階で行ってもよいし多段階で行ってもよい。
【００７１】
　さらに、コア層６ｂが形成された上に本発明の感光性樹脂組成物７ａを、図４（ｂ）に
示すように塗布し、図４（ｃ）に示すように、活性光線３ｃを全面露光し、熱処理するこ
とで低屈折率化し、図４（ｄ）のように中間クラッド及び上部クラッド（中間クラッド層
７ｄ及び上部クラッド層７ｃ：第２クラッド層）を一括して形成する。この中間及び上部
クラッド層７ｄ及び７ｃは、その屈折率と同等の屈折率になる他の任意の感光性樹脂組成
物を用い、紫外線または熱処理によって得られるものであってもよい。このようにして、
高屈折率のコア層６ｂを、低屈折率の下部クラッド層２ｂ、中間及び上部クラッド層７ｄ
，７ｃで囲んで形成されるポリマー光導波路を作製することができる。さらに、この後、
前記基板１をエッチング等の方法によって除去することで、ポリマー光導波路を得ること
ができる。又、基板１として可撓性の高分子フィルムなどを採用すれば、フレキシブルな
ポリマー光導波路を得ることができる。
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【００７２】
　（感光性樹脂組成物の露光による屈折率差発現機構）
　本発明において、感光性樹脂組成物の露光により、露光部と未露光部で屈折率差を発現
する理由について説明する。本発明における露光部と未露光で、ポストベーク中に生成し
た反応は、それぞれ下記化６の反応式（１）および下記化７の反応式（２）で表される。
露光部ではＵＶ光により光酸発生剤から酸が放出され，それが感光性樹脂中を拡散する。
この酸はポリアミド酸の側鎖Ｒ３、Ｒ４部の加水分解反応を促進する。この加水分解によ
り生成したカルボキシル基はエポキシ基と分子間反応を生ずることにより，ポリアミド酸
側鎖とエポキシとの共有結合が形成される。この分子間反応により生じた新たな構造は，
アミド酸の脱水閉環（熱イミド化）温度（通常２００°Ｃ以下）では脱水閉環・イミド化
しない。一方，未露光箇所では，まずポリアミド酸のアミド酸部が２００°Ｃ以下で脱水
閉環し、通常の熱イミド化反応が進行する。また、未露光部のエポキシ化合物のほとんど
はエポキシ同士で反応し架橋構造を作るが、その一部は分解あるいは蒸発して系外に出る
。結果として，露光部のイミド化率は未露光部に比べて顕著に低いものとなる。これが屈
折率差の主要な発現要因となっている。
【００７３】
　Ａ）　露光箇所のポストキュア後に生ずる反応（アミド酸とエポキシの分子間反応：熱
イミドしづらく、屈折率の上昇が小さい）
【化６】

　Ｂ）　未露光箇所のポストキュア後に生ずる反応（通常の熱イミド化反応が進行し、屈
折率が顕著に上昇する．エポキシ化合物のほとんどはエポキシ同士で反応し架橋構造を作
るが、一部は分解あるいは蒸発して系外に排出される）
【化７】

【実施例】
【００７４】
　以下に、実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。
【００７５】
　（実施例１）
　まず、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル（ＯＤＡ）７．７７ｇをジメチルアセト
アミド１００ｇに溶解させ、室温でよく攪拌した後、Ｎ，Ｏ－ビス（トリメチルシリル）
―トリフルオロアセトアミド（ＢＳＴＦＡ）１０．４８ｇを添加し、窒素雰囲気下、室温
で３０分攪拌した。その後、４，４’－ヘキサフルオロイソプロピリデンジフタル酸二無
水物（６ＦＤＡ）１７．２３ｇを加え、窒素雰囲気下室温で一日攪拌して、溶質濃度２０
ｗｔ％のポリアミド酸溶液（１）を合成した。
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【００７６】
　このようにして得られた２０ｗｔ％のポリアミド酸溶液（１）、エポキシ化合物である
３，４－エポキシシクロヘキサンカルボン酸－３’，４’－エポキシシクロヘキシルメチ
ルと光酸発生剤４－チオフェノキシフェニルジフェニルスルホニウムヘキアフルオロアン
チモネートを、表１に示す組成にて混合し室温で２時間攪拌して混合溶液を得た。
【００７７】
　以上の混合物を０．４５μｍのテフロン（登録商標）製フィルターを用いてろ過し、感
光性樹脂組成物を調製した。４インチ径のシリコン基板上に、上記感光性樹脂をスピンコ
ート塗布し、７０℃で２０分間熱処理し、塗布膜を形成した。次に、高圧水銀灯（２５０
Ｗ）による紫外光を用いて全面露光（露光量１　Ｊ／ｃｍ２）した。その後、露光試料と
未露光試料を窒素気流下１２０℃で２０分後熱処理した後、さらに１５０℃と２１０℃に
てそれぞれ１時間の熱イミド化を行った。得られた露光試料と未露光試料について、メト
リコン社のプリズムカプラ－ＰＣ－２０００を用いて波長１３２０ｎｍにおける屈折率を
測定した。その測定結果を下記表１に示す。
【００７８】
【表１】

【００７９】
　組成４の混合液を用いて上記と同様の条件で作られたフィルムを、自記分光光度計を用
いて光透過性を測定したところ、可視～近赤外域において８５％以上の高い透明性を示し
た。
【００８０】
　（実施例２）
　ビス（４－アミノシクロヘキシル）メタン（ＤＣＨＭ）８．７６ｇをγ―ブチロラクト
ン１００ｇに仕込み、室温でよく攪拌した後、Ｎ，Ｏ－ビス（トリメチルシリル）―トリ
フルオロアセトアミド（ＢＳＴＦＡ）２０．７４ｇを添加し、窒素雰囲気下、室温で３０
分攪拌した。その後、４，４’－ヘキサフルオロイソプロピリデンジフタル酸二無水物（
６ＦＤＡ）３４．０９ｇを加え、窒素雰囲気下室温で一日攪拌して、溶質濃度３０ｗｔ％
のポリアミド酸溶液（２）を合成した。このようにして得られた３０ｗｔ％のポリアミド
酸溶液（２）、エポキシ化合物と光酸発生剤４－チオフェノキシフェニルジフェニルスル
ホニウムヘキアフルオロアンチモネートを、表２に示す組成にて混合し室温で２時間攪拌
して混合溶液を得た。
【００８１】
　以上の混合物を０．４５μｍのテフロン（登録商標）製フィルターを用いてろ過し、感
光性樹脂組成物を調製した。４インチ径のシリコン基板上に、上記感光性樹脂をスピンコ
ート塗布し、７０℃で２０分間熱処理し、塗布膜を形成した。次に、高圧水銀灯（２５０
Ｗ）による紫外光を用いて全面露光（露光量１　Ｊ／ｃｍ２）した。その後、露光試料と
未露光試料を窒素気流下１２０℃で２０分後熱処理し、さらに１５０℃と２００℃にてそ
れぞれ１時間の熱イミド化を行った。次に露光試料と未露光試料について、メトリコン社
のプリズムカプラを用いて波長１３２０ｎｍにおける屈折率を測定した。その測定結果を



(39) JP WO2008/029816 A1 2008.3.13

下記表２に示す。
【００８２】
【表２】

【００８３】
　組成４の混合液で上記と同様の条件で作られたフィルムを、自記分光光度計を用いて光
り透過性を測定したところ、可視～近赤外域において８０％以上の高い透明性を示した。
得られたフィルムについて、熱機械分析装置（ＴＭＡ）を用いてガラス転移温度を測定し
たところ２００℃となり、熱重量測定装置（島津製作所製、ＤＴＧ－６０）を用いて熱分
解開始温度を測定したところ約２３０℃から熱分解が始まり、５％　重量減少温度（Ｔｄ
５）は２７５°Ｃであると高い耐熱性を示した。
【００８４】
　（実施例３）
　実施例２の中に示す組成４を０．４５μｍのテフロン（登録商標）製フィルターを用い
てろ過し、導波路作製用の感光性樹脂組成物を調製した。次に４インチ径のシリコン基板
上に、上記クラッド形成用感光性樹脂を回転塗布（スピンコート）し、７０℃で２０分間
熱処理し、膜厚１０μｍ塗布膜を形成した。次に、高圧水銀灯（２５０Ｗ）による紫外光
を用いて全面露光（露光量１Ｊ／ｃｍ２）し、露光後窒素気流下１２０℃で２０分後熱処
理し、さらに１５０℃と２００℃にてそれぞれ１時間の熱イミド化することで下部クラッ
ド層を形成した。次に、上記感光性樹脂を回転塗布し、７０℃で２０分間熱処理し、膜厚
２０μｍ塗布膜を形成した。次に、フォトマスクを介して高圧水銀灯（２５０Ｗ）による
紫外線を１Ｊ／ｃｍ２照射し、次いで窒素気流下１２０℃で２０分間後熱処理した。次に
、１５０℃と２００℃にてそれぞれ１時間のキュア処理でコア層のパタ－ンが得られた。
次いで、上記感光性樹脂をスピンコート塗布し、７０℃で２０分間熱処理し、膜厚１０μ
ｍの膜を形成した。次に、高圧水銀灯（２５０Ｗ）による紫外光を用いて全面露光（露光
量１Ｊ／ｃｍ２）し、露光後窒素気流下１２０℃で２０分後熱処理し、さらに１５０℃と
２００℃にてそれぞれ１時間の熱イミド化することで上部クラッド層を形成して、ポリマ
ー光導波路を得た。得られた導波路を基板から剥離したところ、膜質は良好であり、高い
柔軟性を有していた。
【産業上の利用可能性】
【００８５】
　以上の説明から明らかなように、本発明のポリマー光導波路形成用感光性樹脂組成物を
用いることで、導波路パターンを精度よく形成でき、かつ形成した光導波路は優れた伝送
特性、即ち、低い伝播損失を有するため、光導波路形成用材料として好適である。
【００８６】
　この出願は、２００６年９月４日に出願された日本出願特願２００６－２３８８４７号
を基礎とする優先権を主張し、その開示の全てをここに取り込む。
【図面の簡単な説明】
【００８７】
【図１】本発明による感光性樹脂組成物によるポリマー導波路の製造工程を示す一例であ
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り、（ａ）～（ｆ）はそれぞれ概略断面図である。
【図２】本発明による感光性樹脂組成物によるポリマー導波路の製造工程を示す一例であ
り、（ａ）～（ｄ）はそれぞれ概略断面図である。
【図３】本発明による感光性樹脂組成物によるポリマー導波路の製造工程を示すもう一つ
の一例であり、（ａ）～（ｆ）はそれぞれ概略断面図である。
【図４】本発明による感光性樹脂組成物によるポリマー導波路の製造工程を示すもう一つ
の一例であり、（ａ）～（ｄ）はそれぞれ概略断面図である。
【符号の説明】
【００８８】
　　１　基板
　　２ａ，２ｂ　　下部クラッド層
　　３ａ，３ｂ，３ｃ　　紫外線
　　４ａ，４ｂ，４ｃ　　本発明の光導波路用感光性樹脂組成物にて形成したコア層
　　５ａ，５ｂ　　フォトマスク
　　６ａ，６ｂ　　形成されたコア部
　　７ａ，７ｂ，７ｃ，７ｄ　　本発明の光導波路用感光性樹脂組成物にて形成した上部
クラッド層
【手続補正３】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図４
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図４】
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【国際調査報告】
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